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原著論文 

日本における場面緘黙の研究動向 

―アブストラクトのテキストマイニングによる研究― 

 

飯村 大智 川崎医療福祉大学リハビリテーション学部 

辻田 那月 京都大学大学院人間・環境学研究科 

萩原 広道 東京大学国際高等研究所ニューロインテリジェンス国際研究機構（WPI-IRCN）・  

日本学術振興会 

 

 

要旨：本研究では日本の場面緘黙の臨床研究の動向をテキストマイニングにより明らかにすることを目的

とし、対象の和雑誌の研究論文 89件（1969年～2021年）のタイトルとアブストラクトのテキストを抽出

した。対象文献の発表時期は 2000年代から2010年代が中心であった。文献の発表時期で抽出語を前期・

中期・後期に分けると、前期は「治療」「心理」「家族」「家庭」などの割合が高く、後期では「言語」「遊

戯療法」は減り、「支援」「発話」の割合が増加するなどの傾向がみられた。全体では訓練技法として多く

抽出されたのは「遊戯療法」で、併存する障害では「自閉症スペクトラム」や「発達障害」が多く抽出さ

れた。共起ネットワーク上では、「緘黙への治療」「発話コミュニケーション」「場面緘黙と学校」「母子の

面接過程」などのサブグラフに共起性の高さが見出された。これらより、国内の場面緘黙の研究の特徴や

その推移が明らかになったと考えられる。 

 

キーワード：場面緘黙、選択性緘黙、臨床研究、テキストマイニング、研究動向 

 

Ⅰ．問題と目的 

場面緘黙とは、Diagnostic and Statistical Manual of 

Mental Disorders, Fifth Edition (DSM-5)では不安症群に

位置付けられ、他の状況で話しているにもかかわらず、

話すことが期待されている特定の社会的状況（例：学

校）において、話すことが一貫してできない状態と定

義される（American Psychiatric Association, 2013）。小学

校などでは不登校などの深刻な活動の制限となること

もあり（Kearney & Spear, 2013）、場面緘黙児者への指

導・支援は国内外で行われている。海外では行動療法

やシステムズ・アプローチなどの治療成績や治療の有

用性がランダム化比較試験などの統制された方法によ

り報告されるようになっており（Steains, Malouff, & 

Schutte, 2021）、近年は心理力動論的なアプローチは減

少しているなど、治療法の変化もみられている（Muris 

& Ollendick, 2021）。また、病態としても、併存する障

害として高い割合で不安症（Driessen, Blom, Muris, 

Blashfield, & Molendijk, 2020）や自閉スペクトラム症

（ Muris & Ollendick, 2021; Steffenburg, Steffenburg, 

Gillberg, & Billstedt, 2018）の特性が現れることが報告さ

れており、場面緘黙の気質的・発達的な特性が調べら

れている。 

国内でも場面緘黙の臨床研究が集積されてきている。

例えば、水野・関口・臼倉（2018）は 2001年から2015

年までの日本語で発表された場面緘黙の治療例 38 例

のナラティブレビューを行い、母親面接や遊戯療法が

60％以上の研究で用いられ、曝露療法などの行動療法

が用いられたのは 20％未満であったと報告している。 

日本においても治療法の動向はここ数十年で変化し

ている可能性はある。国内の文献のレビューの報告は

少なく（水野ら, 2018）、幅広い年代を対象とした網羅

的なレビューは行われていない。また、国内では症例
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報告が中心であり、統制された研究方法での臨床研究

はほとんど行われていない。現在の研究動向を俯瞰す

ることで、これまでの国内の場面緘黙研究の総体を評

価し、今後の研究に向けた意義のある示唆を得ること

ができると考えられる。 

そこで今回、探索的なデータマイニングの手法であ

るテキストマイニングを使用して、場面緘黙に関する

臨床研究の系統的レビューを行う。テキストマイニン

グとは質的データを定量的に解析する方法のひとつで

あり、アブストラクトを使用した研究動向のトピック

の抽出（村中・竹林，2021; Oh, Stewart, & Phelps, 2017）

や、場面緘黙の研究においても事例論文の記述（山中・

井上，2021）や親の手記（山中・井上，2020）を使用

したテキストマイニングの活用がみられるようになっ

ている。そこで本研究では、場面緘黙の臨床研究の論

文について、多数のテキストを得るためにアブストラ

クトにタイトルも加えたデータを使用して、場面緘黙

研究の国内動向及びその推移を俯瞰する系統的レビュ

ーを実施し、今後の研究発展に向けた示唆を得ること

を目的とする。具体的には、出版時期により抽出語に

変化があるかを検討するとともに、特徴的なカテゴリ

ーの抽出語数を調べることによって、国内の場面緘黙

の研究動向について検討する。 

 

Ⅱ．方法 

1. 情報源および検索式 

日本の場面緘黙の臨床研究のスコーピングレビュー

（Iimura, Tsujita, & Hagihara, in submission）の文献リス

トにおける日本語で本文が記載された文献を使用した。

このリストは、複数の検索エンジン（CiNiiおよび医中

誌）からのデータベース検索 1,022 件（検索式を表１

に示す。検索日は 2021/5/1 および 2021/5/8）とハンド

サーチによる文献検索（56 件）から構成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

2. 適格性基準 

関連のある文献をできるだけ包括するために、以下

の適格性基準を設定した。 

(1) 対象 

緘黙症状を有する場面緘黙児者とし、年齢や診断の

有無を問わないこととした。 

(2) 介入 

専門家による何らかの臨床的介入・支援が行われて

いることとした。 

(3) 比較対象 

症例報告研究が多いことが想定されたため、研究デ

ザインは問わず、対照群のない研究も含めた。 

(4) アウトカム 

アウトカムの有無は問わず、量的・質的アウトカム

が報告されていないものも含めた。 

3. 除外基準 

除外基準としては以下の8つを設定した。 

① 会議録、総説、コメンタリー、あるいは事例を含

まない特集である。 

② 日本語のアブストラクトが論文中に含まれない。 

③ 対象児者が場面緘黙の特徴や症状を有さない。 

④ 緘黙の症状が他の疾患や障害など（統合失調症や

脳血管障害に伴うものなど）によって説明が可能

である。 

⑤ 緘黙に対する臨床的介入が行われていない（縦断

的データが取得されていない場合や疫学調査な

ど）。 

⑥ 薬理学的あるいは外科的対応である。 

⑦ 論文の目的がオリジナルの事例を示すことではな

い（解説記事の中で付加的に事例が提示されてい

る場合など）、あるいは特定の事例の情報が示され

ていない（「事例は再構成」「いくつかの事例を合

成」などの文言が含まれる場合）。 

⑧ 文献が重複している。 

4. 文献選択 

データベース検索については、二段階スクリーニン

グにより全ての対象文献を第一・第二著者がブライン

ドで判定した。一次スクリーニングではタイトルとア

ブストラクトから判定を行い、全ての適格性基準を満

たすものは二次スクリーニングに進み、いずれかの除

外基準を満たすものは除外した。タイトルとアブスト

ラクトから判定が困難な場合は二次スクリーニングに

進み、本文を確認することとした。二次スクリーニン

グでは本文情報から適格性基準および除外基準につい

て確認を行った。スクリーニングの信頼性については

一致率（Cohen’s Kappa）を算出することで確認した。

著者間の不一致文献については、一次スクリーニング

では感度をできるだけ高めるために全ての文献を二次

スクリーニングの対象文献とし、二次スクリーニング

では、第一・第二著者の議論により文献を選定した。

2



場面緘黙研究, 1-10, 2023 

ハンドサーチも第一・第二著者が同様にブラインドで

実施し、意見の不一致箇所は議論により決定した。文

献ソートと調整には文献管理ソフトウェア（Endnote 

X9.3.3 for Windows, Clarivate Analytics, United States）を

使用した。  

5. データ抽出 

コーディングの対象として、各文献のタイトルおよ

びアブストラクトのテキストを抽出した。 

6. データ分析 

本研究では、KH Coder（樋口，2020）を使用し、タ

イトルとアブストラクトを対象にテキストマイニング

を行った。前処理として、抽出語リストを確認の上、

表記の揺れ（句読点、算用数字と漢数字、専門用語な

ど）は抽出数の多い語の方に統一した。例えば、「場面

緘黙」「選択性緘黙」「選択的緘黙」「選択緘黙」につい

ては最も抽出語の多かった「場面緘黙」に統一した。

次に、一般的な複合語については一つの形態素とみな

すように強制抽出を行った。具体的には、単一形態素

で抽出された語のうち、目視で抽出数が複数あるもの

について、文脈ではいずれも複合語として使用されて

いる場合、複合語とみなすこととした。例えば、「訴」

が形態素として抽出されたが、文脈ではいずれも「主

訴」となっていたため、「主訴」を強制抽出した。 

分析としては、まず、形態素単位で単語を抽出し、

その抽出語について頻度分析を行った。抽出語数の分

析を行う際に、各文献に含まれる抽出語の数による全

体の抽出語数への影響を除外するために、ひとつの文

献に同じ単語が重複して含まれる場合には、重複を除

外して 1単語のみを抽出することとした。発表時期に

よる抽出語の比較としては、その推移を分かりやすく

するために全文献数を発表年月でソートし、文献数が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

均等になるように3群に分け、各群において、各群の

全文献のうちで抽出語の含まれる割合を算出した。ま

た、抽出語として得られた語句から特徴的な上位カテ

ゴリー（例：訓練技法）を著者らで議論により決定し、

抽出語の中からカテゴライズされる下位語（例：遊戯

療法）を同定した。下位語については全文献から 1件

以上抽出された全ての単語を対象とし、カテゴリーに

関連する語で他に抜け漏れがないことを著者らで確認

した。下位語はカテゴリーとしてグループ化し、カテ

ゴリーごとの下位語の抽出語数を調べた。 

最後に、語と語のつながりについては、共起ネット

ワークを作成することで単語間の共起性・関連性を調

べた。共起ネットワークの作成により共起性の高い抽

出語の組み合わせがサブグラフ（抽出語同士の結合）

として得られるため、各サブグラフについて、含まれ

ている抽出語の組み合わせから代表的なテーマを命名

した。また、それぞれのテーマに属する語をそのテー

マのコンセプトとしてコーディングし、発表時期でテ

ーマごとの語の出現数を調べた。 

 

Ⅲ．結果 

1. 基本情報  

文献検索のフローチャートを図１に示す。データベ 

ース検索からは医中誌と CiNii 合わせて 1,022 件が同

定され、重複文献の除外後、一次スクリーニングで 667

件が除外された。この時の信頼性は 2 名の一致率

（Cohen’s Kappa） が0.852で“ほぼ完全な一致”（almost 

perfect agreement; Landis & Koch, 1977）を示しており、

2 名の判断の大きな不一致はなかった。残った 301 件

のうち、入手不可であった 16 件を除いた 285 件を二

次スクリーニングの対象文献とした。本文を確認後に 
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203件が除外基準に該当するため除外され、82件が対

象文献となった。一致率は 0.742 で“かなりの一致” 

（substantial agreement）であった。ハンドサーチでは、

5件のレビュー論文から56件の文献が同定された。入

手不可であった15件、除外基準に該当した 34件を除

外し、7 件が最終的な対象文献となった。これらより

89件が本研究の対象文献となった。文献の発表時期に

ついて、文献数で3群に分けると、前期（1969～2004

年の 30件）、中期（2004～2014年の 30 件）、後期（2015

～2021年の29件）となった（図 2）。2004年の文献（2

件）については、当該論文の雑誌発行月に基づいて、

発行月が早い方を前期、遅い方を中期に含めた。これ

らの対象文献の基本情報として、研究デザインを図 3

に、雑誌名を表2に示す。 

2. 分類結果

文献ごとのタイトルとアブストラクトを合計した平

均文字数は 404.6文字、標準偏差は 134.0文字であり、

形態素の総抽出数は 21,063語（687文）であった。助

詞や助動詞などの機能語を除外した 8,906 語を今後の

分析対象とした。文献内での重複語は除外した上で、

文献で使用されていた語は多い順に「場面緘黙（80文

献）」「行う（49文献）」「関係（39文献）」「事例（37文

献）」「報告（37文献）」「症状（36文献）」となった（表

3）。 

これらの抽出語について、文献の発表時期における

抽出語の推移を調べた。各群（前期・中期・後期）に

おいて、抽出数の多かった上位 70語について、各群の

文献における出現割合を表3に示す。推移の特徴とし 

て、抽出語と上位からの番号を示すと、「治療（8）」「問

題（15）」「歳（29）」「心理（39）」「症例（49）」「家族

（54）」「家庭（55）」などは前期から後期にかけて減少

の傾向を示した。また、「関係（3）」「母親（14）」「面

接（23）」「言語（35）」「遊戯療法（46）」「意味（53）」

などは後期で低値を示した。一方で、「支援（30）」「示

す（31）」「介入（34）」「発話（50）」などは前期から後

期にかけて増加の傾向を示した。また、「検討（16）」

「有効（37）」「自分（58）」は前期で低値を示した。 

次に、全抽出語におけるカテゴリーに着目すると、

具体語として○○療法と名前のついた対象児者への治

療法や具体的な技法が多く抽出されたため、「訓練技

法・治療法」（表 4）としてグループ化した。同様に、

○○障害、○○症、○○病などの障害名や疾病名も多

く抽出され、これらは論文内の文脈から場面緘黙に併

存するものと考えられたため、「併存症・併存障害」（表

5）としてグループ化した。「訓練技法・治療法」とし

ては「遊戯療法」が最も多く抽出され（16文献）、次に

「心理療法（11文献）」「行動療法（8文献）」「（刺激）

フェイディング（8文献）」「箱庭療法（6文献）」「エク

スポージャー（5文献）」などの語が多く含まれた（表

4）。前期・中期では「遊戯療法」、後期では「心理療法」

が最も多く使用されていた。また、「併存症・併存障害」

としては、「自閉症スペクトラム（7文献）」「発達障害

（5文献）」「言語発達遅滞（3文献）」「情緒障害（3文

献）」「精神障害（3 文献）」「不安障害（3文献）」など

の語が多く含まれた（表5）。発表時期で比べると、「自

閉症スペクトラム」「発達障害」「不安障害」などはと 

4
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りわけ中期や後期の文献に集中していることが分かっ 

た。 

最後に、抽出語のつながりに基づいて作成した共起

ネットワークを図4に示す。丸の大きさは抽出数を、

ノードで示されている単語間は共起性の高さを示して

いる。なお、「報告」「検討」「研究」「結果」「考察」な

どの共通的に使用される汎用性の高い語については著

者らで検討したうえで削除した。7 個のサブグラフが

結果として生成され、具体的なテーマとして、サブグ

ラフ 1は「緘黙への治療」、サブグラフ 2は「発話コミ

ュニケーション」、サブグラフ3は「場面緘黙と学校」、

サブグラフ4は「母子の面接過程」に関連したカテゴ

リーが生成されていることがわかった。これらのカテ

ゴリーについて、そのテーマに属する単語の出現頻度

のバブルプロットを図5に示す。プロットの大きさは

出現割合を、色の濃さは他の群に対する残差の大きさ 

を示す。各群における出現割合には有意な差が認めら

れた（χ2 (6) = 29.1, p < .01, Cramer’s V = 0.12）。残差分析

の結果、「緘黙への治療」は前期で有意に出現数が多い

一方で中期では少なく（p < .01）、「場面緘黙と学校」

は前期に有意に出現数が少なく（p < .01）、「母子の面

接過程」は「中期」で出現数が多い（p < .01）一方で

「後期」には少なくなる（p < .05）ことがわかった。 

Ⅳ．考察 

本研究では、テキストマイニングにより、国内にお

ける場面緘黙の臨床研究論文から、場面緘黙の研究動

向を俯瞰した。抽出語の上位の単語は「行う」「事例」

「報告」など一般的な臨床研究においても頻度が多い

ものと考えられたが、例えば「場面」「母親」「学校」

「不安」などの語については、場面緘黙に特徴的なも

のと考えられる。 

6
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抽出語について、文献を発表時期で前期・中期・後 

期に分けた表3においては、いくつかの傾向が観察さ

れた。まず、「治療」や「問題」は前期では半数前後の

割合で使用されていたが、中期や後期ではその割合は

20％前後となっている。その一方で、「支援」は前期で

は使用がみられなかったが、中期や後期では 30～40％

の文献で使用されるようになり、「介入」も前期から後

期にかけて増加の傾向を示している。このことからは、

障害が国際機能分類（ICF; WHO, 2001）の枠組みで考

えられるようになり、場面緘黙の症状を一方的な治療

対象とするのではなく、学校などの環境との相互作用

の中で必要な支援を行っていくという治療構造の変化

が示唆される。これは発表時期でのテーマの変化にも

表れており（図5）、前期から中期、後期にかけて全体

としては「緘黙への治療」や「母子の面接過程」をテ

ーマとした語は減り、一方で「場面緘黙と学校」をテ

ーマとした語は増えていることが示された。対象文献

が掲載されている雑誌（表 2）についても、医学や精

神科など医療分野と考えられる雑誌が中期、後期にな

るにつれて減り、「上記以外」の文献数が増えているこ

とからも、場面緘黙の臨床研究が医療だけでなく教育

や福祉などの様々な分野で扱われるようになったこと

が推察される。 

治療や訓練と関連のある語としては、「心理」「遊戯

療法」「母親」「面接」「家族」「家庭」などについて、

全てが一貫した傾向ではないものの前期・中期・後期 

となるにつれて割合が低くなっている。角田（2012） 

は「以前は『母親の過保護』や『トラウマ』が原因と

してあげられたり、…(中略)…、Kristensen（2000）は、

…(中略)…、発症原因を短絡的に両親の精神的問題に

関連付けることに警告を発している」と述べているよ

うに、母子関係への焦点化が近年に減ってきている可

能性がある。また、ことばの表出という側面でも、「言

語」は前期から後期にかけてゆるやかな減少を示す一

方で、「発話」は増加の傾向を示した。漠然とことば全

般の問題として捉えられてきた視点から、「発話」とい

う音声言語での表出に焦点化され、支援の対象が明確

化されてきた可能性がある。 

訓練技法・治療法としては「遊戯療法」が最も多く、

抽出語（表 3）でも示されるように後期にはその数は

減少している。遊戯療法は日本語論文を対象とした吃

音のシステマティックレビューでも多くの文献で報告

されており（Iimura et al., 2022）、言語やコミュニケーシ

ョンの発達の中で生じる障害へのアプローチとして国

内で広く用いられてきたことが示唆される。「遊戯療法」

に次いで多かったのは「心理療法」「行動療法」「（刺激）

フェイディング」「箱庭療法」などであった。近年海外

では大多数の文献で行動強化、暴露や認知再構成法を

含めた認知・行動療法的なアプローチが報告されてい

る（Muris & Ollendick, 2021）が、本研究において抽出

された全体数は遊戯療法よりも少なく、後期において

も数は同程度であった。そのため、海外における場面

8
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緘黙の臨床とはいくらかの相違点がある可能性が推察

された。 

併存症・併存障害としては、「自閉症スペクトラム」

「発達障害」が多く報告された。DSM-5上では自閉ス

ペクトラム症は場面緘黙と鑑別されることが求められ

ており (American Psychiatric Association, 2013）、診断基

準としては両者が併存することはあまり想定されてい

ないことが推察される（角田, 2012; Muris & Ollendick, 

2021）。しかし、近年は場面緘黙の併存障害として自閉

スペクトラム症の症状が多く示されることが報告され

ており（Muris & Ollendick, 2021; Steffenburg et al., 2018; 

鈴木・武田, 2022; Suzuki, Takeda, Takadaya, & Fujii, 2020）、

これらの関連性については今後のさらなる検証が求め

られるだろう。場面緘黙の症状とも関連の深い「不安

障害」については、抽出語数は3件に限られた。ただ

し、場面緘黙が不安障害に位置付けられたのは DSM-

5（American Psychiatric Association, 2013）になってから

であり，後期（2015年～2020年）においては「自閉症

スペクトラム」「発達障害」の次に多く挙げられていた。

「不安」の語としても全体の抽出語の中では 26 番目

の多さであったため（表 3）、「不安障害」の記述には

至らないものの、不安特性には多くの注目が向けられ

ていると考えられる。 

 以上の分析では文献単位での単語生起に着目してい

たが、単語間の共起性の分析も行うことで、より広い

全体的なテーマが視覚化され、浮かび上がってくると

期待される。実際に、共起ネットワークによるサブグ

ラフとしては、「緘黙への治療」「発話コミュニケーシ

ョン」「場面緘黙と学校」「母子の面接過程」に関連し

た単語の共起性が確認された（図 4）。発表時期（前期・

中期・後期）によっても単語間の出現頻度は異なるが

（図 5）、上記のテーマに関連した単語群が場面緘黙に

関する国内の臨床研究の総体としては見いだされるテ

ーマであると考えられるだろう。 

最後に、本研究の限界について述べる。結果の解釈

に関して、今回のテキストマイニングの対象としたテ

キストデータは論文のタイトルとアブストラクトのみ

であり、本文に含まれる情報は分析からは除外してい

る。本文中のテキストは論文の構成や分野によっても

個別性が大きいため、タイトルとアブストラクトによ

ってその論文を代表する十分な用語は含まれていると

考えられるが、本文中に含まれる情報が除外されてい

る可能性には留意する必要がある。また、テキストマ

イニングの特性上、大量のテキストデータを必要とす

るため、今回の分析では文献ごとの属性（研究デザイ

ンなど）や対象者の属性（年齢や性別、訓練技法ど）

による比較検討は行っていない。全体としての研究動

向の概観については Iimura et al.（in submission）でも触

れられているが、それぞれの文献についてより掘り下

げた分析をする際にはそれらの変数にも着目する必要

があると考えられる。発表時期の群（前期・中期・後

期）についても、対象文献の数で区切りを設定したた

め探索的な側面があるが、何らかの理論的根拠に基づ

いた時期を設定できると、テキストマイニングによる

研究動向の把握がより明確になる可能性がある。 
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原著論文 

場面緘黙児が示す緘黙症状以外の行動の困難 

―園・学校での行動の困難と不登校・不登園に着目して― 

高木 潤野 長野大学１） 

臼井 なずな 大阪大学大学院連合小児発達学研究科 

角田 圭子 かんもくネット 

梶 正義 関西国際大学 

金原 洋治 かねはら小児科 

広瀬 慎一 かんもくグループ北海道 

冨岡 奈津代 福島大学附属中学校 

要旨：場面緘黙は社会的状況において発話の困難が続く状態を指すが、緘黙症状だけでなく様々な行動の

困難を併せもつケースがあることが知られている。本研究は場面緘黙症状のある幼児から中学生 210名を

対象に、園や学校における行動の困難と不登校・不登園の傾向について検討した。その結果、いずれの年

齢群においても「運動」や「排泄」などの何らかの行動の困難が 7割から8割以上の対象児に認められた。

また「現在、不登校（園）になっている」に該当した者の割合は、幼児4.1%、小学生14.2%、中学生 28.2%

であり、文部科学省の統計と比較すると小学生で約 17倍、中学生で約 7倍高かった。緘黙症状に加えて行

動の困難や強い不安のある者は不登校等の傾向を示す者が多く、特に中学生では高不安群の SM 児の

52.4%が現在不登校となっていた。場面緘黙児への対応にあたっては、緘黙症状だけでなく行動の困難や

不安の高さを把握し、積極的な支援や配慮を行う必要があると考えられた。 

キーワード：行動抑制、不登校、分離不安症、情緒障害 

Ⅰ．問題と目的 

場面緘黙（Selective Mutism: SM，DSM-5の邦訳

は「選択性緘黙」）は、主に幼児期から児童期に発症

する不安症の一つで、「他の状況で話しているにもか

かわらず、話すことが期待されている特定の社会的

状況（例：学校）において、話すことが一貫してでき

ない」 (American Psychiatric Association, 2013) こ

とを主たる症状とする。発症年齢はDSM-5では通常

5歳未満とされているが、小学校入学以降に症状が現

れる例も知られている。 

有病率は国や調査時期によって異なるが、日本国

内及び海外の論文 16 編を分析した趙・園山 (2018) 

によると0.02～1.89%であった。また近年わが国で行

われた小学生約14万7千人を対象とした大規模な調

査では、有病率0.21%という数値が報告された (梶・

藤 田 , 2019) 。 Matsushita, Okumura, Sakai, 

Shimoyama, and Sonoyama (2019) による幼稚園か

ら中学校までの 29 校園を対象とした調査では、SM

児の園・学校の幼児児童生徒数に占める割合は幼稚

園0.66%、小学校0.20％、中学校0.16%であり、SM

児が在籍する園・学校の割合は、幼稚園28.6%、小学

校40.9%、中学校46.7%であった。したがって、学校

の規模にもよるが小中学校では半数程度の学校には

SM児が在籍していることが推測される。 

SM 状態は単一の要因により発現するものではな

く、不均一な症候群（a heterogeneous disorder）で

あり背景には多様な問題があることが指摘されてき

た（Cohan, Price, & Stein, 2006; Kolvin & Fundudis, 
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1981; Mulligan, 2012; Mulligan, Hale, & Shipon-

Blum, 2015; Steffenburg, Steffenburg, Gillberg, & 

Billstedt, 2018）。近年の研究では、下位類型化の考え

方や不安症以外の側面から SM を理解しようとする

見方も強調されている (Kearney & Rede, 2021; 

Muris & Ollendick, 2021a; Muris & Ollendick, 

2021bなど) 。Muris and Ollendick (2021b) はその

例として言語の問題、発達遅滞、及び自閉スペクトラ

ム症（ASD）との関係を挙げ、恐怖や不安が特定の社

会的状況における緘黙行動の唯一の基盤となる者も

いれば、他の精神病理や困難が SM の病因や発現に

寄与する者もいると指摘している。また Kearney 

and Rede (2021) は神経発達症としての SM の捉え

方をすることで、予防や評価、介入にあたって多くの

示唆が得られると述べている。 

SM児者に適切な支援を行うためには、こういった

多様な問題を把握するとともに、その症状を正確に

理解しておくことが不可欠である。SMの主たる症状

は社会的状況における緘黙症状であるが、多くのSM

児において話すこと以外の行動の抑制が生じること

が知られている。Gensthaler, Khalaf, Ligges, Kaess, 

Freitag, and Schwenck (2016) はSM、社交不安症、

内在化障害（internalizing disorders）及び健常な対

照 群 を 対 象 に RIBI （ Retrospective Infant 

Behavioral Inhibition：回顧的乳幼児行動抑制尺度）

を用いて行動の抑制を回顧的に評価した。保護者に

よる評価の結果、SM児と社交不安症児は幼児期の社

会的な刺激に対する行動の抑制が高く、特にBI合計

得点とシャイネス（Shyness）の得点ではSM児が社

交不安症児よりも抑制的であった。 

また具体的な行動の困難についても、いくつかの

研究が行われている。奥村・園山 (2018)は学校場面

における具体的な困難状況について、22名のSM経

験者（平均年齢 32.9歳）を対象に質問紙により調査

した。学校における苦手な活動について最大 4 つま

で回顧的に自由記述を求め、教科学習時の困難、行事

における困難、教科学習外の活動における困難に分

けて分析した結果、学校生活上の困難は、発言や発話

が直接求められる教科だけでなく、体育や図工など

身体を動かしたり自己表現したりする教科において

も見られた。また教科学習以外にも、休み時間や給食

といった通常の日課や、遠足や運動会といった行事

においても困難が見られたことが報告された。 

また、Matsushita, Okumura, Sakai, Shimoyama, 

and Sonoyama (2020) は、SM児の在籍する幼稚園

や学校の教員を対象に質問紙調査を実施し、困難度

の高い状況について評価を行った。31 校園から回答

があり、困難度が高いのは幼稚園では「集団遊び」、

小学校では「生活科」、中学校では「家庭科」「音楽」

「道徳」という結果が得られた。一方困難度が低いの

は幼稚園では「発声が不要な活動」、小学校・中学校

では「休み時間」「昼食」であった。このことから

Matsushita et al. (2020) は、SM児が共通して直面

する困難は発話が要求される活動や場面である可能

性を指摘している。これらの先行研究から、SM児に

対する支援や配慮は、緘黙症状だけでなく園・学校生

活全般にわたって様々な場面で必要に応じて求めら

れることが分かる。 

しかしこれらの調査は、回答数が比較的少数であ

るため、SM児の行動の困難の実態が明らかになった

とは言い難い。SM児は多様な症状を示すことが知ら

れており、また年齢や発達段階によっても困難の状

況は異なることが予想される。このためより多くの

SM 児のデータを収集し分析することが求められる。 

またこれまでの SM 研究においては、幼稚園・保

育園や学校（以下、「園・学校」とする）における行

動の困難については検討されてきた一方で、不登校・

不登園や登園渋りなど、園・学校に行けない状態の

SM児については十分に研究が行われていない。不登

校状態となっている SM 児と臨床の場で出会うこと

は珍しくなく、また不登校状態であった SM 児に関

する報告も存在する (例えば、久田・金原・梶・角田・

青木, 2016; 岡村・藤田, 2021; 吉田・小枝, 2010) 。 

吉田・小枝 (2010) は、病弱と知的障害の特別支援

学校に在籍する SM 症状のある児童生徒 8 名につい

て分析し、3名が現在不登校傾向、4名は過去に不登

校傾向があったことを報告している。また久田ら 

(2016) の報告では小児科を受診したSM児190名の

うち15例（7.9%）に登園拒否・不登校やその傾向が

あったとされている。不登校の割合は近年増加して

おり、文部科学省の最新の統計では小学生1.0%、中

学生4.1%であった (文部科学省, 2021) 。上記のSM

児における不登校はこの近年増加している値と比較

しても高い割合を示していることから、不登校状態

となる SM 児は少なくないことが予想される。この

ためまずは SM 児における不登校や不登園の実態を

明らかにすることが求められる。 

そこで本研究では、幼児から中学生までの SM 児

を対象に、園・学校における緘黙症状以外の困難及び

不登校・不登園の実態について明らかにすることを
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目的とする。不登校や不登園状態の SM 児の場合、

特に長期間にわたるケースでは園・学校での実態把

握は困難であることが予想されることから、本研究

では保護者を通じて質問紙による調査を実施する。 

 

Ⅱ．方法 

1．対象者 

日本国内に居住する SM の症状のある幼児から中

学生を対象とした。対象者の募集はインターネット

を通じて行った。「家や安心できる状況では会話をす

ることができる」、「園や学校等の社会的な状況では

（ほとんど／まったく）話すことができない」、「この

ような状態が 1 ヶ月以上続いている」を全て満たす

と保護者が判断し、保護者より研究協力の申し出が

あった者に対して調査票を郵送した。260名に調査票

を郵送し、210名から回答を得た。 

回答が得られた 210 名の対象者すべてについて、

筆者らのいずれかが面談を行い、SMの症状が認めら

れることを確認した。SM 症状の確認にあたっては、

DSM-5におけるSMの診断基準を満たすことを確認

した。なお、幅広いサンプルを集めるという趣旨から

医療機関を受診した者に限定せず、SM診断の有無で

はなく上記の基準を満たし明らかに SM 症状がある

ことが認められた者を対象とした。またこの調査で

は他の併存症との関係も検討するため、ASD や知的

障害等がある者も対象に含めた。 

対象者の人数は、幼児51名、小学生120名、中学

生39名の計210名で、男児71名、女児139名であ

った（表 1）。なお、幼児のうち 2 名は年少未満の者

であった。また本研究は SM 児の実態を明らかにす

るための縦断的研究の一部であり、本研究の対象児

は角田・高木・臼井・冨岡・梶・金原・広瀬 (2022) 

におけるSM児（139名）を含むものである。 

2．測定指標 

（1）SMQ-R : 場面緘黙質問票(Selective Mutism 

Questionnaire -Revised ; かんもくネット, 2011） 

緘黙症状の測定は SMQ-R を用いた。SMQ は

Bergman, Keller, Piacentini, and Bergman (2008) 

の作成した、SM児の発話の状態を定量的に測定する

質問紙である。 

SMQの日本語版であるSMQ-Rは「A幼稚園や学

校」（例：必要に応じて、たいていの同級生と学校で

話す）、「B家庭や家族」（例：必要に応じて、よその

人が家にいても家族と話す）、「C社会的状況（学校の

外）」（例：必要に応じて、知らない子どもと話す）の

3つの状況における16項目の質問で構成されており、

保護者が「0全くない」「1まれにある」「2よくある」

「3いつも」の4件法で回答する。項目数は、A領域

6項目、B領域及びC領域5項目で構成されている。 

Bergman et al. (2008) による原版はインターネッ

トを通じて回答を得たSM児589名及び医療機関を

受診したSM診断のある児48名を対象とした2つ

の調査により、内的整合性と妥当性が確認されてい

る。SMQ-Rは原版の著者の指示に従った翻訳手続

きを踏んでかんもくネットが翻訳したものである

が、日本語版の信頼性及び妥当性は言及されていな

い。また原版の質問のうち「ベビーシッターのうち

少なくとも１人と話す」については日本語版SMQ

では除外されている (かんもくネット, 2011) 。 

（2）日本版 SCAS（Spence Children’s Anxiety 

Scale：スペンス児童用不安尺度; 石川, 2015） 

不安症状の測定は日本版 SCAS を用いた。SCAS

は Spence (1998) により開発された児童用不安尺度

である。日本版SCASは38の質問項目で構成されて

おり、自己記入式で「いつもそうだ」「ときどきそう

だ」「たまにそうだ」「ぜんぜんない」の４件法で回答

する。得点に基づき分離不安障害、社交不安障害、強

迫性障害、パニック発作と広場恐怖、外傷恐怖、全般

  表1 対象児   

年齢群 幼児 小学校低学年 小学校高学年 中学生 

人数（男, 女） 51(20, 31) 63(15, 48) 57(17, 40) 39(19, 20) 

年齢の範囲 3:5-6:9 6:8-9:10 9:4-12:6 12:8-15:9 

年齢の平均（月齢のSD） 5:6（9.93） 8:3（10.04） 11:1（11.59） 14:0（10.64） 

SMQ-Rの平均 

A領域（園や学校） 
B領域（家庭や家族） 

C領域（社会的状況） 

全体 

 

0.58(0.87) 
1.58(1.05) 

0.28(0.54) 

0.80(1.01) 

 

0.52(0.83) 
1.77(1.07) 

0.44(0.76) 

0.89(1.07) 

 

0.42(0.76) 
1.79(1.08) 

0.65(0.85) 

0.92(1.07) 

 

0.25(0.56) 
1.60(1.15) 

0.55(0.82) 

0.76(1.04) 
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性不安障害の 6 領域、及び合計得点により不安症状

の程度を測定する。日本版 SCAS は対象年齢が小学

3 年生以上のため、小学 3 年生以上の者に実施した。 

（3）調査票 

園・学校での行動の抑制を尋ねる項目は「園・学校

で、トイレや着替え、食事などのできないことがあ

る」、「園・学校で、字や絵が書けない、運動ができな

いなどがある」「園・学校で、発話以外で特に苦手な

ことや人がある（教科、できごと、先生、など）」を

提示して該当する項目を選択させ、括弧内に詳細を

記述させた。またそれ以外に、「その他、本人の困っ

ていることがあればお書きください（自由記述、緘黙

症状以外のことについても）」として回答を求めた。 

不登校・不登園については「現在、不登校（園）に

なっている」、「現在は通っているが、不登校（園）に

なっていたことがある」、及び「不登校（園）にはな

っていないが、行くのを嫌がることや、病気以外で欠

席することがある」の3つを提示し、該当する項目が

あれば選択させた。なお不登校の定義は「児童生徒の

問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調

査」を参考にし、調査票には「登校しない、あるいは

したくともできないことによる年間 30 日以上の欠

席 ※病気や経済的な理由を除く」と記載した。 

なお以下では「不登校・不登園」を「不登校等」と

表記する。また「現在、不登校（園）になっている」

は「現在不登校等」、「現在は通っているが、不登校（園）

になっていたことがある」は「過去に不登校等」、「不

登校（園）にはなっていないが、行くのを嫌がること

や、病気以外で欠席することがある」は「登園・登校

渋り」とそれぞれ表記する。 

3．調査手続き 

質問紙の収集は郵送により行った。研究協力の申

し出のあった者に対して調査票一式を郵送し、記入

後に返送するよう求めた。回答は、SCASについては

本人、それ以外は保護者が行うよう依頼した。調査票

の記入はいずれも2019年度に行われた 

なお本研究は SM 児の実態を調査する縦断的研究

の一部であり、本稿で分析の対象とした調査票以外

にCBCL/4-18（子どもの行動チェックリスト）及び

SCQ（対人コミュニケーション質問紙）を同封した。

またそのうち SMQ-R に関わる分析については角田

ら (2022) に記載した。 

4．分析方法 

SMQ-Rの得点の算出は領域ごとに行った。項目数

が領域ごとに異なることから、合計ではなく平均点

を算出した。 

日本版 SCAS は欠損値のあった 1 名を除く小学 3

年生以上の 124 名を対象に実施した。手引に示され

ている目安に従い、SCAS合計点が「不安が高い（84

パーセンタイル）」及びそれ以上（「不安が非常に高い」

「不安が極端に高い」）に該当した対象児を「高不安

群」、それ以外の者を「非高不安群」として分類した。 

行動の困難については、調査票の「園・学校で、ト

イレや着替え、食事などのできないことがある（以下、

「園・学校で、」は省略）」「字や絵が書けない、運動

ができないなどがある」の項目に該当した者、及び

「発話以外で特に苦手なことや人がある」「その他、

本人の困っていることがあればお書きください」に

おいて何らかの行動の困難に関わる記述があった者

を、行動の困難のあった者として分析した。 

5．倫理的配慮 

          (括弧内の数値は人数） 

 

図1 行動の困難の内容ごとの人数と割合 

表2 行動の困難があった者の人数と割合（%） 

 幼児 小学生 中学生 

行動の困難があった者 
39 

(76.5) 

104 

(86.7) 

33 

(84.6) 

行動の困難がなかった者 
12 

(23.5) 

16 

(13.3) 

6 

(15.4) 

(17)
(11)

(5)
(10)

(16)

0

50

100

排泄 食事 着替え 描画 運動

幼児

(15) (16)
(7) (15)

(34)
(22)

0

50

100

排泄 食事 着替え 描画 運動 書字

小学生

(3) (2) (2) (4)

(11)
(5)

0

50

100

排泄 食事 着替え 描画 運動 書字

中学生

行
動
の
困
難
が
あ
っ
た
者
（％
） 
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本研究は、長野大学倫理審査委員会の承認を得て

実施した（承認番号：2019-002）。保護者及び本人の

同意は、研究協力の申し出をしてもらう際に同意フ

ォームを用いて確認した。研究の目的や方法、倫理的

配慮等の事柄については、調査票に同封した説明用

紙をもって行い、調査票返送の際に改めて保護者の

署名による同意書の提出を求めた。また小学 3 年生

以上の対象児については SCAS への回答をもって同

意と見做すことを説明し、回答のあった者のみを分

析の対象とした。 

 

Ⅲ．結果 

1．園・学校における行動の困難 

表 2 に、何らかの行動の困難があった者の人数と

割合を年齢群ごとに示した。何らかの行動の困難が

あった者は、幼児 39 名（76.5%）、小学生 104 名

（86.7%）、中学生 33 名（84.6%）であった。χ2検

定の結果、人数の偏りは有意でなかった (χ2 

(2)=2.765, p >.10) 。 

図1に、調査票における「トイレや着替え、食事な

どのできないことがある」及び「字や絵が書けない、

運動ができないなどがある」の項目である「排泄」「食

事」「着替え」「描画」「運動」「書字」に関して、園・

学校における行動の困難があった者の人数と割合を

年齢群ごとに分けて示した。年齢群によって分母が

異なるため、割合と共に人数を併記した。縦軸は当該

の年齢群に占める割合を表しているが、各グラフ上

部の括弧内の数値は人数を示している。なお「書字」

については幼児は集計から除外した。 

この図から、幼児においては困難が最も多いのは

排泄（51 名中 17 名、33.3%）であり、次いで運動、

食事、描画であったことが分かる。小学生では「運動」

が最も多く（120名中34名、28.3%）、次いで「書字」

「食事」「排泄」「描画」であった。中学生では「運動」

が最も多く（39 名中 11 名、28.2%）、他の行動の困

難があった者は少なかった。全対象児の「運動」の困

難の内容について自由記述を分析したところ、最も

多いものは運動全般を指すと思われる「運動（23件）」 

であり、次いで多いのは「体育（18件）」、「ダンス（8

件）」、「体操（8件）」であった。 

表3に、行動の困難があった者（176名）と行動の

困難がなかった者（34 名）のSMQ-R の領域ごとの

得点の比較を示した。有意水準1%で t検定（両側検

定）を行ったところ、A 領域（園や学校）において

SMQ-R得点の平均点に有意な差がみられた（t (208）

=2.84, p <.01)。 

表 4 に、「発話以外で特に苦手なことや人がある」

及び「その他、本人の困っていることがあればお書き

ください」における自由記述のうち、「排泄」「食事」

「着替え」「描画」「運動」「書字」以外で回答数が 2

以上であったものを示した。なお、行動の困難以外に

本人にとって苦手な対象や刺激も含まれる。その他

の苦手なことや困難な行動のうち、最も回答数の多

いものは「先生が苦手、苦手な先生がいる」に該当す

るものであった。具体的な回答として「苦手な先生が

いる」「男の先生が苦手」「教師というものがこわい」

「先生への緊張度が高い」などがあった。また教科の

担当など、特定の先生が苦手という回答もあった。 

2．不登校・不登園 

行動の困難があった者（176名）と行動の困難がな

かった者（34 名）とに分けて分析したところ、困難

がなかった 34 名には「現在不登校等」「過去に不登

校等」「登園・登校渋り」のいずれかに該当する者は

存在しなかった。 

図 2 に、不登校等およびその傾向についての学年

別の人数と割合を示した。なお年少未満の対象児2名

は集計から除外し、208名を分析の対象とした。また、 

表3 行動の困難の有無による SMQ-R得点の比較 

 
困難あり 

(n=176) 

困難なし 

(n=34) 
  

 M (SD) M (SD) t値 P 

A（園や学校） 0.45(0.74) 0.71(0.93) 2.84** 0.005 

B（家族や家庭） 1.71(1.09) 1.85(1.08) 1.47 0.14 

C（社会的状況） 0.44(0.74) 0.65(0.84) 1.92 0.06 

**p<.01 

表4 その他の苦手なことや行動の困難 

内容 人数 

先生が苦手、苦手な先生がいる 

音楽・楽器演奏 

体育・音楽・図工以外の教科※ 

学校行事 

教室・人の多い場所に入ること 

集団での行動、朝の会など 

子どもが苦手・苦手な子がいる 

休み時間・自由遊び 

注目されること 

普段と違うことや初めてのこと 

大きな音・騒がしい場所 

校内の移動 

学校 

23 

21 

20 

14 

11 

11 

10 

7 

7 

5 

4 

3 

2 
※体育及び図工は「描画」「運動」として図1に含めた 
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複数の項目に記入があった者が10名あったが、「過去

に不登校等」と「登園・登校渋り」の両方であった 9

名は「過去に不登校等」、「現在不登校等」と「過去に

不登校等」の両方であった1名は「現在不登校等」と

して分類した。 

この図から、「登園・登校渋り」「過去に不登校等」

「現在不登校等」のいずれかに該当する者はどの学年

でも半数程度見られたことが分かる。一方、「現在不登

校等」は小学4年生以降から増加する傾向が見られた。

「現在不登校等」に該当した者の割合は幼児4.1%、小

学生14.2%、中学生28.2%で、全体では14.4%であっ

た。 

図 3 に、対象児ごとの不登校等の開始時期と終了

時期を、「過去に不登校等」22 名と「現在不登校等」

29名とに分けて示した。上の図が「過去に不登校等」、

下の図が「現在不登校等」である者を示しており、グ

ラフの長さは1年単位で示した。 

この図から、「過去に不登校等」だった者は開始時

期が比較的低年齢であった者が多く、22 名中 19 名

が小学 3 年生までに不登校等となっていたことが分

かる。また持続期間は1年以内の者が大半であった。

一方「現在不登校等」である者は開始時期が高く、4

年生以降に不登校となった者が多い傾向が見られた。 

3．SCASの得点との関係 

表5に、高不安群と非高不安群のSMQ-Rの領域ご

との平均値とSDを示した。高不安群（SCAS合計点

が「不安が高い（84 パーセンタイル）」以上）に該当

した者は、小学生85名中31名（36.5%）、中学生39

名中21名（53.8%）であった。t検定（両側検定）の

結果、A領域 t (122)=0.54, p >.10、B領域 t (122)=1.00, 

p >.10、C領域 t (122)=1.04, p >.10であり、いずれも

平均点に有意な差はなかった。 

表6に、不登校等の経験や傾向の有無ごとに分けた

高不安群と非高不安群の人数を示した。括弧内は各年

齢群の人数に占める割合を示している。観測度数の低

い項目があったため小学生と中学生をまとめ、不登校

傾向の有無と高不安群／非高不安群の 2 条件でχ2 検

定により独立性の検定を行った（表7）。その結果、不

登校傾向の有無と不安の高さとの間に有意な関連のあ

ることが示された(χ2 (1)=9.755, p <.01) 。また「現在

不登校等」の者はSCASの評価にあたって条件が異な

ることが予想されたことから、対象児から「現在不登

校等」を除いた 97 名（高不安群・不登校傾向 23 名、

非高不安群不登校傾向 28 名、不登校傾向のない者は

それぞれ 11 名と 35 名）によりχ2検定により独立性

の検定を行った。その結果、不登校傾向の有無と不安

の高さとの間に有意な関連のあることが示された(χ2 

(1)=4.768, p <.05) 。 

 

Ⅳ．考察 

1． 園・学校における行動の困難 

いずれの年齢群においても、7 割から 8 割以上の対

象児に何らかの行動の困難が認められた。幼児におい

て困難が最も多かったものは「排泄」であり、51名中 

図2 不登校・不登園およびその傾向のある者の人数（学年ごとの比較） 
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      図３ 対象児ごとの不登校・不登園の期間 

年中
年中
年長
年長
年長
小1

小1

小2

小2

小2

小3

小4

小6

小6

小6

小6

小6

小6

中1

中2

中2

中3

（対象児の現在の学年）

過去に不登校・不登園だった者

年 少 年 中 年 長 小 １ 小 ２ 小 ３ 小 ４ 小 ５ 小 ６ 中 １ 中 ２ 中 ３

□ 現在の学年

年長

年長

小1

小3

小3

小4

小4

小4

小5

小5

小5

小5

小5

小5

小6

小6

小6

小6

小6

中1

中1

中1

中2

中2
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中3

現在不登校・不登園である者

年 少 年 中 年 長 小 １ 小 ２ 小 ３ 小 ４ 小 ５ 小 ６ 中 １ 中 ２ 中 ３

（不登校・不登園の期間） 
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17名（33.3%）に見られた。なお幼児の場合、トイレ

での排泄そのものが未達成であることも考えられた。

本研究ではこの点については確認していないが、調査

に同封したCBCL/4-18において「6．トイレ以外で大

便をする」の項目があり、排泄行動の獲得と近いと考

えられる。これに該当した幼児は4名（「ややまたはと

きどきあてはまる」2名、「よくあてはまる」2名）で

あり、そのうち調査票における「排泄」の困難に該当

した者は 3 名であった。従ってこの 3 名を除く 14 名

についてはトイレでの排泄行動を獲得していると見な

せるものの、園での排泄の困難があったと考えられる。 

幼児においては「食事」が困難であった者も 11 名

（21.6%）いたことから、このような生理的行為は幼

児のSM児にとっては困難度の高いものであると考え

られる。「排泄」「食事」は小学生、中学生では少ない

傾向が見られたが、中学生でも0にはなっていないこ

とから、排泄や食事の困難は年齢が高くなっても持続

する者が存在すると考えられる。 

小学生、中学生においては、最も人数の多かったも

のは「運動」の困難であった。運動の困難を挙げた者

は210名中61名（29.0%）おり、行動の困難の中で最

多であった。「運動」の内容として、自由記述では運動

全般の他に、「体育」、「ダンス」、「体操」などが挙げら

れていた。またそれ以外の行動の困難は多岐にわたっ

ていた。7 割から 8 割以上の対象児に行動の困難が認

められたものの、図1に示した困難の内容ごとの人数

では、いずれの行動も4割に満たなかった。このこと

は、どのSM児にも共通して見られるような行動の困

難はなく、SM 児によって困難となる行動が異なって

いることを示していると考えられる。 

SM児の在籍する園・学校を対象に困難度の高い状

況について調査したMatsushita et al. (2020) は、困

難度が低いのは幼稚園では「発声が不要な活動」、小

学校・中学校では「休み時間」「昼食」であったこと

から、SM児が共通して直面する困難は発話が要求さ

れる活動や場面である可能性を指摘している。しか

し本研究の結果からは「運動」や「排泄」、「食事」と

いった発話が要求されない活動においても困難な

SM児が多いことが示された。SM児が必要とする支

援は、発話が要求される活動だけでなく、園・学校生

活全般にわたって生じる可能性があると言える。 

また、その他の苦手なことや行動の困難として、自 

表5 高不安群と非高不安群におけるSMQ-R得点の比較 

 高不安群 非高不安群   

 (n=52) (n=72) t値 P 

 M (SD) M (SD)   

A（園や学校） 0.4(0.71) 0.4(0.73) 0.54 0.59 

B（家族や家庭） 1.7(1.08) 1.8(1.14) 1.00 0.32 

C（社会的状況） 0.5(0.80) 0.7(0.89) 1.04 0.30 

 

表6 小中学校別の不登校経験の有無と高不安群／非高不安群との関係（人数と割合） 

   不登校傾向あり  不登校傾向なし 
計 

  現在不登校 過去に不登校 登校を嫌がる  

高不安群 小学生 7(22.6)※ 2(6.5) 14(45.2) 8(25.8) 31(100.0) 

(n=52) 中学生 11(52.4) 4(19.0) 3(14.3) 3(14.3) 21(100.0) 

非高不安群 小学生 9(16.7) 6(11.1) 18(33.3) 21(38.9) 54(100.0) 

(n=72) 中学生 0(0.0) 1(5.6) 3(16.7) 14(77.8) 18(100.0) 

                        ※括弧内の数値は年齢群ごとの各群に占める割合 

 

表7 高不安群と非高不安群における不登校傾向を示した者の人数 
 不登校傾向あり 

（括弧内は「現在不登校」を除いた人数） 
不登校傾向なし 

高不安群 41（23） 11 

非高不安群 37（28） 35 
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由記述の回答からは、SM児の多くが苦手としている

対象として「先生」が 23 件と最も多く挙げられた。

その他にも「教室・人の多い場所に入ること（11）」、

「集団での行動、朝の会など（11）」、「子どもが苦手・

苦手な子がいる（10）」、「注目されること（7）」のよ

うに、人との関わりについての内容が多く挙げられ

ていた。園や学校における通常の学習・生活環境では、

ほとんどの場合集団での活動が前提となる。人との

関わり自体に苦手さを抱える者への支援にあたって

は、生活の場所を通常の学級のみに限定せず、特別支

援学級や相談室、通級等の少人数で過ごせる場を保

障していくことが有効である。またその際、教科学習

の時間だけでなく、SM児が困難を感じやすい体育や

音楽、給食、休み時間といった時間にも利用できるよ

うに条件を整えることが求められる。 

2．不登校・不登園 

「現在不登校等」に該当した者の割合は、幼児4.1%、

小学生 14.2%、中学生 28.2%、全体では 14.4%であ

った。調査実施と同じ年度の文部科学省の統計（2019

年度の数値）では不登校児童生徒は小学生0.8%、中

学生3.9%であった (文部科学省, 2020) 。本研究の結

果を比較すると、SM児における不登校の出現率は小

学生で約17倍、中学生で約7倍高いことになる。 

また、「行動の困難がなかった者」については「現

在不登校等」「過去に不登校等」「登園・登校渋り」の

いずれかに該当する者は存在しなかったことから、

不登校傾向を示すのは「行動の困難があった者」に多

かったと考えられる。さらに、SCASによって測定し

た不安度の高さによって 2 群に分けて不登校傾向の

有無を比較したところ、高不安群の対象児の方が「現

在不登校等」「過去に不登校等」または「登園・登校

渋り」に該当する者の割合が多かった。また中学生で

は、対象とした SM 児のうち高不安群の中学生の

52.4%が「現在不登校」となっており、「過去に不登

校」「登校渋り」を併せると85.7%となる。従って緘

黙症状に加えて行動の困難や強い不安のある者、特

に中学生では、不登校・不登園のリスクが高い可能性

が考えられる。ただし本研究の結果からは、SMによ

り不登校等になっているのか、SMの有無よりも行動

の困難や不安の方が影響しているのかは分からない。

不登校等の状態となった要因や SM の発症時期につ

いての分析が求められる。 

次に不登校等の時期や年齢に注目すると、まず年

少児の時点からすでに半数程度には登園渋りや不登

園の傾向が見られたことが特徴的である。幼児期の

登園渋りは現象としてはよく知られているが、研究

が少なく実態は十分に明らかにされていない。また

CiNii Researchにおいて「登園拒否」「不登園」を検

索すると、学会発表抄録や講演録を除いた学術論文

は「登園拒否」20件、「不登園」はわずか3件のみで

あったことから、「登園拒否」「不登園」は保育・幼児

教育における主要な研究課題とは見做されていない

と推察される。このような点を考慮すると、SM児が

幼児期において比較的高い割合で不登園の傾向を示

すことは、早期からの手厚い支援の必要性を示して

いると考えてよいだろう。 

種吉・佐藤 (2019) による「登園渋り」概念に関す

る先行研究のレビューでは、対象とした42件の文献

において分離不安症が最も多く記述されていた。分

離不安症は幼児期の代表的な不安症の一つで、「愛着

をもっている人物からの分離に関する、発達的に不

適切で、過剰な恐怖または不安」を主な症状とする。

DSM-5 では子どもの 6～12 ヶ月有病率はおおよそ

4%程度で、「12 歳未満の子どもにおいては、分離不

安症が最も頻度の高い不安症」である(American 

Psychiatric Association, 2013) 。また有病率は減少

するが、青年期や成人期においても見られる。 

分離不安症は SM 児においても高頻度で見られる

ことが知られている。SMと不安症との関連をメタ分

析によって検討した Driessen, Blom, Muris, 

Blashfield, and Molendijk (2019) によると、22件の

研究において対象となった SM 児の分離不安症の併

存は 18%であった。本研究において比較的高い割合

で見られた不登園の傾向についても、背景に分離不

安症が関わっているケースがある可能性が推察でき

る。登園・登校渋りや不登校等を示す SM 児への対

応にあたっては、分離不安症や関連する他の不安症

には十分に留意する必要があると言える。 

次に、現在の不登校の有無や期間に注目すると、

「現在不登校等」である者は小学校低学年までは少

なく、小学校高学年以降から増加する傾向が見られ

た。期間に関しては、「過去に不登校等」だった者（＝

現在は不登校になっていない者）は開始時期が低年

齢であった者が多く、22 名中 19 名が小学 3 年生ま

でに不登校等となっており、その持続期間が 1 年以

内の者が大半であった。一方「現在不登校等」である

者は開始時期が高く、小学 4 年生以降に不登校とな

った者が多い傾向が見られた。この結果から、高学年

以降になって不登校が顕在化したケースでは長期化

する者が多い一方、低学年までに顕在化した不登校
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等は改善している者が多い可能性が推察される。こ

のことの理由は明確ではないが、低年齢で不登校等

が顕在化した場合は早期に介入がなされたことや、

状態が深刻化・複雑化する前に対応がされたことに

よる可能性は考えられる。図2から、低年齢において

も「登園・登校渋り」や「過去に不登校等」の者がい

たことを考慮すると、高学年以降になってはじめて

問題が生じるというよりも、登園や登校に抵抗のあ

った者はどの年齢にもいると考えた方がよいのでは

ないだろうか。年齢が上がると長期化するリスクが

高まると捉え、不登校等が顕在化する前からの早期

からの対応が不可欠である。 

「不登校」は単一の疾患や障害ではなく、背景には

様々な要因が関わっていることが知られている。SM

に関わって重要であると思われるのは、不安症に代

表される心身の問題である。稲垣・和氣・松田 (2020) 

は不登校・登校渋りを主訴に思春期外来を受診した

中学・高校生 115 名について報告しており、初診時

の診断として最も多かったのが「社交不安障害

（48%）」、次いで「ASD（自閉スペクトラム症）and/or 

ADHD（23%）」、「適応障害（15%）」、「心身症（8%）」

であった。また小児科を受診した者のうち過敏性腸

症候群と診断した者の併存症等を検討した藤井・岡

田・重安・塚原 (2021) によると、対象となった 69

名中59名が不登校であった。さらに、原因となる器

質的な疾患がなく急性の心理社会的ストレスによる

発熱が一定期間生じる「心因性発熱」を主訴とした症

例について報告した岡田・藤井 (2017) では、対象と

した小児 16 例のうち 13 例（81%）が不登校（ここ

では保健室登校や別室登校の症例も含む）であった。

また水野・上土井・渡辺 (2019) によると、3ヶ月以

上の持続的な疲労に悩まされる症候群である小児慢

性疲労症候群に該当する不登校児童生徒も多いとい

う。このように不登校の背景には様々な心身の問題

が関わっている。本研究で示された SM と不登校・

不登園との関係も、SMが直接的にその原因となって

いるというよりも、このような心身の問題の一つに

SMがあり、それらの結果として園や学校に行けなく

なるという形で不登校等が顕在化していると捉える

のがよいのではないだろうか。 

以上のことから、SMの症状がある者に対して不登

校・不登園のリスクを下げるための対応として、以下

のことが考えられる。まず、低学年までに顕在化した

不登校等は改善している者が多いことから、早期か

らの対応が有効であると考えられる。予防的な視点

から、不登校等や関連する不適応が顕在化する前か

ら積極的な対応を行うことが求められる。またその

際、緘黙症状以外の行動の困難や不安症状に留意す

ることが有効であると考えられる。行動の困難につ

いては、話す活動だけでなく園・学校生活全般にわた

って困難を有すると捉え、積極的な支援や配慮を行

うことが求められる。また不安症状については、分離

不安症や関連する他の不安症に留意し、安心して過

ごせる環境を整えることが必要である。 

ところで、本研究の対象児において行動の困難が

なかった者については、不登校等の経験や傾向が認

められなかった。このことから、緘黙症状があるだけ

では不登校につながりにくいとも考えられる。臨床

においても、園や学校への適応がよく話せないなが

らも他児とのコミュニケーションなどもよくできる

SM児に出会うことがあるが、SM児の中にはこのよ

うな行動面の症状が比較的軽い者も存在すると考え

られる。SMが多様な症状を示すことや、下位類型が

存在する可能性は、これまで多くの研究で指摘され

てきた（Cohan et al., 2006; Kearney & Rede, 2021; 

Kolvin & Fundudis, 1981; Mulligan, 2012; 

Mulligan et al., 2015; Muris ＆ Ollendick, 2021a, 

Muris ＆  Ollendick, 2021b; Steffenburg et al., 

2018）。Mulligan (2012) はSM児の下位類型の一つ

として、他の群より障害が比較的軽く、重度の不安症

や言語の問題等を有していない” global subtype”の

存在がある可能性を指摘しているが、本研究におけ

る行動の困難がなかった者はこのような下位類型に

当てはまる可能性も考えられる。SM児における下位

類型化については、今後の重要な検討課題であると

考えられる。 

3．緘黙症状との関係 

SMQ-R の領域ごとの得点を行動の困難のあった

者となかった者とで比較したところ、A領域（園や学

校）において平均の差が有意であったが、B領域（家

族や家庭）、C領域（社会的状況）では有意差は認め

られなかった。また高不安群と非高不安群に分けて

SMQ-Rの領域ごとの得点を比較したところ、いずれ

の領域においても平均の差は有意でなかった。これ

らの指標から、園や学校において行動の困難がない

SM児の方が、園や学校における緘黙症状が軽い傾向

があることが分かった。緘黙症状と行動の困難との

関係に関しては、不適応の程度が軽い子どもは「言語

表出」の困難に限られ、程度が重くなるにつれて「感

情・非言語表出」や「動作・態度表出」の困難という
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形で症状が広がるとした河井・河井（1994）の知見を

支持するものであったと考えられる。 

またこのことから、緘黙症状（園や学校で話せない

こと）が SM 児の主要な問題であることは間違いな

いものの、これらの結果からは緘黙症状のみではSM

児の抱える困難を理解することはできないことが分

かる。行動の困難や強い不安は不登校のリスクが高

い可能性があることを先に指摘したが、不安度の高

低では緘黙症状に違いがないことを考えると、緘黙

症状のみに注目してしまうと不登校のリスクを見落

とすことにもなりかねないと言える。従って SM 児

への介入や支援にあたっては、緘黙症状だけでなく

行動面の困難や不安の高さといった点を正しく把握

することが不可欠であると考えられる。 

4．今後の課題 

最後に本研究の限界と今後の課題について述べる。 

本研究ではこれまで十分な研究が行われていなか

った SM 児における不登・不登園や登園渋り等の実

態について明らかにした。SM児には不登校等の傾向

を示す者が多く、緘黙症状に加えて行動の困難や強

い不安のある者ではその傾向が高いことが示された。

しかし先にも述べた通り、本研究の結果からはSM児

における不登校等の要因については明らかになって

いない。不登校等の状態となった要因や併存する心

身の問題、SMの発症時期等の視点からの分析が今後

の課題である。 

また「問題と目的」において述べたように、SMは

多様な症状を示すことが知られており、近年の研究

では下位類型化の考え方や不安症以外の側面からの

研究も行われている。言語の問題や発達遅滞、ASDと

の関係や (Muris & Ollendick, 2021b) 、神経発達症

として SM を捉えることを指摘する研究もある 

(Kearney & Rede, 2021) 。こういった多様な視点か

らの検討は、SMの理解を深めるだけでなく臨床にお

いても有用であると考えられる。本稿では対象とし

た SM 児を下位類型化せずに扱ったが、これからの

SM 研究は、ASD 等の神経発達症や言語の問題とい

った多様な病因や症状を考慮して行うことが重要で

あると考えられる。 

また、本研究では親の会等の協力も得ながら、保護

者を通じて対象児の募集を行った。これにより病院

を受診していない SM 児も含めて広くデータを収集

することができたが、一方で「保護者による協力」自

体も一つのバイアスになることをデータ収集の過程

で感じた。保護者の養育態度や家庭の環境は心身の

発達や行動に影響を及ぼす重要な要素であるが、本

研究の対象児には家族や家庭に深刻な問題のある者

はほとんど含まれなかった。この点に関して、本研究

の対象となる SM 児が偏ったものになってしまった

懸念がある。今後の研究では、家族や家庭の問題につ

いても考慮した対象児の選別が求められる。 

 

付記 

本研究の実施にあたっては多くの場面緘黙のお子さ

んやその保護者にご協力をいただきました。この場を

借りて御礼申し上げます。また調査の実施や資料の整

理にあたって高木ゼミの学生・卒業生にもご協力いた

だきました。感謝申し上げます。本研究はJSPS科研

費JP19H01703の助成を受けたものです。 

 

注 
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特集論文 

シンポジウム：場面緘黙・情緒障害に関して 

特別支援教育の制度と教員養成課程はどうあるべきか 

―日本特殊教育学会第60回大会自主シンポジウム報告― 

臼井 なずな 大阪大学大学院連合小児発達学研究科 

要旨：本稿は、日本特殊教育学会第 60 回大会の際に日本場面緘黙研究会が企画した自主シンポジウムに

ついて報告したものである。まず、シンポジウムの概要と会場の様子を紹介した。次に、企画のきっかけ

となったコアカリキュラムと、シンポジウムのテーマにある特別支援教育の制度、教員養成課程との関連

を説明した。最後に、シンポジウムを受けて筆者が考えたことを述べた。1 点目は情緒障害を正しく理解

することの重要性について、2 点目は場面緘黙が情緒障害に位置付けられていることによって教育分野に

発信できる可能性についてであった。 

キーワード：場面緘黙、情緒障害、コアカリキュラム 

Ⅰ．シンポジウムの概要 

 2022年 9月 17日から 19日、つくば国際会議場で

日本特殊教育学会第 60 回大会が開催された。日本場

面緘黙研究会では毎年この大会で自主シンポジウムを

企画している。今回のテーマと登壇者は以下の通りで

ある。企画趣旨や話題提供、討論の詳細については、

別稿で各担当者から報告する。 

テーマ：わが国における場面緘黙研究の現在と今後の

報告を考えるⅧ―場面緘黙・情緒障害に関して特別

支援教育の制度と教員養成課程はどうあるべきか― 

企 画 者：高木潤野（長野大学） 

司 会 者：臼井なずな（信州かんもく相談室） 

話題提供者：高木潤野（長野大学） 

園山繁樹（島根県立大学） 

 金原洋治（かねはら小児科） 

指定討論者：久田信行（群馬医療福祉大学） 

 本大会は、オンラインと現地でのハイブリッド形式

で実施された。本シンポジウムもハイブリッド形式で

あった。企画趣旨と話題提供を約１時間の動画にまと

め、参加者には事前に視聴しておいていただく。そし

て当日、会場で、約１時間の質疑・ディスカッション

を行った。 

Ⅱ. 会場の様子 

本シンポジウムの質疑・ディスカッションは、9 月

18日（2日目）夕方、プログラム最後の時間に行われ

た。台風の影響で早めに帰宅された方もあった中、正

確にカウントしていないが 30 名程度の参加者があっ

たように思う。本シンポジウムは、開催する側の考え

を一方的に伝える場では意味がないという思いから参

加者とのやり取りにたっぷり時間をかけ、質疑応答に

とどまらず時間の許す範囲で内容を深められたように

思う。 

話が前後するが、18日午前中には、学会企画として

「インクルーシブ教育システム下における特別支援学

校教諭免許状の在り方Ⅳ―特別支援学校教諭免許状コ

アカリキュラムの作成を受けて―」というシンポジウ

ムが行われていた。学会の企画に取り上げられるテー

マということは、コアカリキュラムの話題がタイムリ

ーであり多くの学会員と関わりがある内容なのだと言

えるであろう。こちらのシンポジウムでは、コアカリ

キュラム作成に関わった先生方や文部科学省の担当者
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が登壇されていた。 

 

Ⅲ. 特集テーマをめぐって 

1. コアカリキュラムとテーマとの関連 

 日本場面緘黙研究会は、会員が多様であることが特

徴である。教育分野に詳しくない読者を想定し、「コア

カリキュラム」「教員養成課程」「特別支援教育の制度」

の関連について簡単に述べる。 

 特別支援学校教諭免許状コアカリキュラムとは、そ

の免許状を取得する者が共通的に修得すべき資質・能

力を示したものである。全国すべての大学の教員養成

課程での実施を念頭に策定されたものであり、コアカ

リキュラムの内容によって、免許状取得を目指す学生

が何を学ぶかが決まってくる。反対にコアカリキュラ

ムの内容を議論するためには、学生が何を学ぶべきか

と、いうのが1つの観点になる。 

 さて、2022 年 7 月に策定された特別支援学校教諭

免許状コアカリキュラムには、情緒障害について触れ

られた箇所がない。つまり、大学独自の判断で扱う可

能性はあるとしても、多くの場合は特別支援学校教諭

免許状を持って学校の先生になる学生が情緒障害につ

いて学ぶ機会がないということになる。 

 情緒障害の特別支援学校は存在せず、これは特別支

援学校の免許の話であるから、情緒障害を大きく扱わ

ないのは自然である。しかし、特別支援学級や通級の

先生のための免許状はないため、通常の学校における

特別支援の専門性を証明するのも特別支援学校の免許

状である。また、センター的機能を担う場合を意識し

て通常学校に在籍することの多い発達障害は扱うこと

になっているにもかかわらず、発達障害を学習障害・

注意欠陥多動性障害・自閉症のみに限定している。こ

れらの議論をするためには、特別支援教育の制度につ

いても視野に入れなくてはならない。 

 2. 情緒障害について考える 

 場面緘黙児が特別な支援を受けられる最大の根拠と

して、学校教育法施行規則に「情緒障害」の記述があ

り、通知 1)により情緒障害の説明に「選択性かん黙」

と記載されていることが挙げられることが多い。場面

緘黙に関心のある者であれば、場面緘黙が学校教育に

おいて情緒障害に該当することは知っている者も多い

であろう。しかし、逆に情緒障害とは何かと問われた

ら、「自閉症・情緒障害学級」の担任であっても、説明

できる先生は珍しいかもしれない。手引 2)によると、

情緒障害には、場面緘黙やその他の不安、不登校やひ

きこもり、抑うつや身体愁訴など、環境との間に生じ

たストレス反応としての多様な心身の状態が含まれて

いる。 

このことから、情緒障害という言葉を正しく理解す

ることは、場面緘黙児への対応という意味でも、その

他多くの困難を感じている児童生徒への対応という意

味でも非常に大切なことだと思われる。 

 ところで、コアカリキュラムでは言語障害について

も触れられていない。言語障害も情緒障害と同様に、

特別支援学級及び通級による指導の対象である。当日

午前中の学会企画シンポジウムにおいては、「言語障害

と情緒障害についてコアカリキュラムに加えるべきと

のパブリックコメントが多かった」という主旨の発言

を登壇者がしていた。これは、コアカリキュラムを取

りまとめた担当者に筆者らの意見が届いていることを

示している。また午後の筆者らのシンポジウムには吃

音の研究をされている方の参加もあり、言語障害と情

緒障害が今タッグを組むときだという話題にもなって

いた。 

 これらを受けて筆者が考えたのは、場面緘黙に関心

のある私たちには、学校教育における情緒障害部門を

けん引する役目が与えられているのかもしれないとい

うことである。場面緘黙が情緒障害に位置付けられて

いることで、場面緘黙児への支援の面で得られる権利

がある。それだけでなく、特別支援教育が始まる前か

ら変わらず情緒障害の代表選手として位置付けられて

きた場面緘黙は、前述した他の困難を抱える多くの子

どもたちのためにも、誰にも文句を言われずに情緒障

害の立場から意見を主張できる存在である。教育分野

の外から見ると、情緒障害にこだわることに違和感を

覚えるかもしれない。私も名称にこだわっているわけ

ではない。2 つのシンポジウムの様子から、法律等で

明文化された言葉を用いることは説得力があり、教育

分野において議論するためには情緒障害部門としてふ

るまうことで存在が確固たるものになるということが

感じられた。多くの子どもたちが、学校の環境次第で

成長できたり苦しんだりしている。教育分野で主張す

ることは非常に大事なことである。場面緘黙に関心の

ある私たちは、学校教育を変えていける力を持ってい

るのかもしれない。 

 

注 

1) 平成 25年 10月 4日付け 25文科初第 756号初等

中等教育局長通知 
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2) 「障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人

一人の教育的ニーズを 踏まえた学びの充実に向け

て～」令和3年6月文部科学省初等中等教育局特別

支援教育課 

 

―2022.12.19受稿, 2022.12.19受理― 

 

〔編集委員会付記〕本論文は編集委員会の依頼により、

日本特殊教育学会第 60 回大会自主企画シンポジウム

「わが国における場面緘黙研究の現在と今後の報告を

考えるⅧ―場面緘黙・情緒障害に関して特別支援教育

の制度と教員養成課程はどうあるべきか―」に基づき

執筆されたものである。 
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特集論文 

特別支援学校教諭教職課程における情緒障害の学び 

園山 繁樹 島根県立大学 

要旨：令和4年7月に策定された「特別支援学校教諭免許状コアカリキュラム」において、場面緘黙をは

じめとする情緒障害はコアカリキュラムに位置づけられなかった。本稿では、筆者が勤務校で担当してい

る授業科目「情緒障害児教育総論」を取り上げ、場面緘黙や不登校、及び特別支援学校での行動障害など

をコアカリキュラムに含める必要があることを論じた。今般のコアカリキュラムは特別支援学校教諭教職

課程で教授すべきミニマルエッセンシャルと位置付けられているが、指導方法が他の障害と大きく異なる

情緒障害はミニマルエッセンシャルに含まれるべきであると考えられる。 

キーワード：場面緘黙、情緒障害、コアカリキュラム、特別支援学校教諭教職課程 

Ⅰ. 授業科目「情緒障害児教育総論」 

筆者は現在の勤務校で特別支援学校教諭教職課

程の新設に当たって、「情緒障害児教育総論」（2単

位：選択）を単独で担当してきた。この科目は「特

別支援学校（知肢病）教諭教職課程：第3欄科目」

として開講され、シラバスに記載された授業の概要

と内容は以下のとおりである。 

1. 授業の概要 

不登校、場面緘黙などの行動・情緒の障害を持つ

児童生徒に対する教育課程と指導法について学ぶ。

主に、情緒障害の概念とその分類、出現メカニズム、

個別の指導計画・個別の教育支援計画、指導の基礎

と方法論を学び、不登校児童生徒の指導の実際と場

面緘黙児童生徒の指導の実際を通して、学校でのア

セスメントと指導の方法を学ぶ。また特別支援学校

における行動障害、不登校、ダウン症の人の青年期

急激退行等の情緒的問題の指導法の学修を通して、

特別支援教育における情緒障害教育の現状を理解

する。 

2. 授業の内容 

①概論（2回）: 

・特別支援教育における情緒障害教育の対象・現

状・教育課程の編成 

・通級指導教室における情緒障害児の指導

②不登校（5回） 

・不登校の考え方と心理・生理・病理（不登校概念

の変遷、文部科学省の施策等） 

・不登校のアセスメントと個別の指導計画・個別の

教育支援計画の作成 

・不登校児童生徒の指導法 

・不登校児童生徒の指導の実際1（アセスメントに

基づく指導） 

・不登校児童生徒の指導の実際2（発達障害を伴う

児童生徒の指導） 

③場面緘黙（5回） 

・場面緘黙の考え方と心理・生理・病理

・場面緘黙のアセスメントと個別の指導計画・個別

の教育支援計画の作成 

・場面緘黙児童生徒の指導法

・場面緘黙児童生徒の指導の実際1（幼稚園から小

学校低学年幼児児童の指導） 

・場面緘黙児童生徒の指導の実際2（小学校高学年

以上の児童生徒の指導） 

④特別支援学校における行動障害、不登校、青年期
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急激退行（3回） 

・特別支援学校における情緒的問題の理解と指導1

（行動障害） 

・特別支援学校における情緒的問題の理解と指導2

（不登校） 

・特別支援学校における情緒的問題の理解と指導3

（ダウン症の青年期急激退行） 

 

Ⅱ. 授業内容の設定理由 

1. 「不登校」について 

日本の学校教育の大きな課題の 1 つは、不登校

児童生徒が増え続けていることである。「令和3年

度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸

課題に関する調査」（文部科学省初等中等教育局児

童生徒課, 2022）によれば、令和3年度間の不登校

児童生徒数は小中合計で 244,940 人（前年度 

196,127 人）と過去最多となり、在籍児童生徒に占

める割合は 2.6％（前年度 2.0％）であった。小学

校では 1.3％ （77人に 1人; おおよそ 2学級に 1

人）、中学校では 5.0％（20人に 1人: おおよそ 1

学級に 2人）、小中合計で 2.6％（39人に1人; お

およそ 1 学級に 1 人）であり、不登校に関する知

識はすべての教員に必要不可欠な状況にあるとい

える。また不登校には「学校に係る状況」「家庭に

係る状況」「本人に係る状況」等が個々の児童生徒

によって複雑に関係して、その態様や実態は様々で

あり、教員に求められる知識や対応スキルは多様で

あるといえる。例えば、筆者の行動的立場の実践で

もスクールカウンセラーと教員のチームによる支

援（河合・桜井, 2000）、教育委員会や学校全体での

予防的取り組み（小林・小野, 2005）、発達障害の特

性を踏まえた再登校支援（奥田, 2006）など、多様

な取り組みが実践されている。 

また、不登校の態様や実態にはその時々の社会状

況の影響も大きく（例えば, 保坂, 2002; 前島, 

2016）、文部科学省でもこれまで3度の研究協力者

会議報告書がまとめられている（1992年１）、2003

年２）、2016年３））。これらの報告書に示された当時

の社会背景、不登校の実態や考え方、施策等を学ぶ

ことは、教員として社会的変化と不登校を考えるう

えで役立つと考えられる。 

2. 「場面緘黙」について 

場面緘黙の主症状は幼稚園や学校等で声が出な

いことであり、声が出ないことによって幼稚園や学

校で多くの困難に直面している。場面緘黙の有病率

について先行研究（国内2件、海外9件）をレビュ

ーした趙・園山（2018）によれば、1.89％（おおよ

そ50人に1人）から0.02％（おおよそ5,000人に

1 人）であり、研究によって大きく異なっていた。

関西地方の 4 市の公立小学校全校を対象にした調

査（梶・藤田, 2019）では、平均して0.21％（おお

よそ480人に1人）であり、おおよそ12学級規模

の小学校には 1 人以上の場面緘黙の児童がいるこ

とが予測される。また茨城県の一地域の幼稚園・小

学校・中学校を対象に場面緘黙症状を示す幼児児童

生徒の在籍状況を調べた調査（Matsushita, 

Okumura, Sakai, Shimoyama, & Sonoyama, 

2019）では、対象学校園数が少なかったもののおお

よそ幼稚園で 3割、小学校で 4割、中学校で 5割

の学校園に 1 人以上の在籍が認められた。この調

査結果は2～3学校園には1人以上の場面緘黙の幼

児児童生徒が在籍していることを示唆している。 

場面緘黙のある幼児児童生徒には声が出ないだ

けでなく、一時的に動作が停止する（例えば, 給食

時に箸やスプーンが持てない、歩行ができなく教室

移動ができない）ことが見られることが指摘されて

いる（久田・金原・梶・角田・青木, 2016; 河井・

河井, 1994）。場面緘黙経験者への質問紙調査（奥

村・園山, 2018）では、困難場面は音読や指名時の

発言などの直接的な発言場面の他に、グループ活動

や体育、休み時間、行事など、本人が主体的に行動

したり、対人関係が影響したりする活動にも困難が

見られ、その他にも学級での孤立や困難を回避する

ための欠席なども報告されている。そのため、学校

生活での困難を解消するためには、多様な支援が必

要とされる。 
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しかしながら、場面緘黙の対応や配慮は広く知ら

れているわけではない。公立小学校教員を対象にし

た調査（成瀬・高橋, 2019）では、場面緘黙児童の

担任経験がある教員は約半数（46.97％）であった

が、場面緘黙に関する知識が「全くない」「あまり

ない」教員は約6割（ 60.1％）、指導の自信が「全

くない」「あまりない」教員は8割以上（84.7％）

であり、場面緘黙についての教員の知識不足が明ら

かにされている。特別支援学校（知的障害、肢体不

自由）の教員を対象にした調査（小林・下, 2022）

でも場面緘黙のある児童生徒を担当した経験のあ

る教員は約半数（49.5％）であり、場面緘黙のある

児童生徒への指導支援で必要なリソースとして、合

理的配慮に関する情報（69.9％）、場面緘黙改善に

関する情報（65.1％）、家庭やデイサービスなど学

校以外の様子の情報（47.8％）、取り出しの自立活

動や医療機関の診察など個別の指導支援や診療の

機会（46.8％）、他障害を併存する場面緘黙のある

児童生徒の指導支援に関する情報（37.6％）などが

挙げられていた。これらの結果は、教員にとって場

面緘黙に関する知識は必須であることを示唆して

いる。 

3. 「特別支援学校における情緒障害」について 

最後の3回のテーマとして、行動障害、不登校、

ダウン症の人に見られる青年期急激退行を取り上

げている。 

自傷行動や他傷行動などの行動障害の生起には

障害特性と環境（人的・物的・社会的）要因が関係

し、そのアセスメントと対応には一定の専門的知識

が必要である（Emerson & Einfeld, 2011）。特別支

援学校には強度行動障害のレベルにある児童生徒

がいることが明らかにされている（井上・福崎, 

2022）。行動障害が強度なレベルに進まないよう、

学校段階での対応が不可欠であるといえる。障害者

福祉分野では 2013 年より厚生労働省事業として

「強度行動障害支援者研修」４）が始まっているが、

特別支援学校教員を対象にした国レベルでの行動

障害に関する研修機会はないといってよい。 

特別支援学校の不登校について取り上げられる

ことは少ないが、筆者らの研究では少なくない人数

の不登校児童生徒が在籍していることが明らかに

なっている。例えば、園山・趙・倉光（2017）は学

校基本調査に基づいて特別支援学校の不登校児童

生徒数と在籍率の年次推移を調べ、不登校児童生徒

の在籍率は全体で小中学校の方が特別支援学校よ

りも約2.5倍多かったが、特別支援学校の不登校児

童生徒数も小中学校と同様に近年増加傾向にある

ことを明らかにしている。また、特別支援学校（知

的障害）を対象にした調査（Sakai, Tsuge, 

Kouchiyama, & Sonoyama, 2019）では、379校中

292校（86.1%; 小学部75校、中学部99校、高等

部 292校）に1人以上の不登校児童生徒が在籍し、

在籍児童生徒数に占める割合は小学部1.2％、中学

部 2.0％、高等部3.8％であった。これらは小・中

学校と比べると在籍率は若干低いものの学部が上

がるにつれた増えること、及び 8 割以上の学校に

不登校児童生徒が在籍していることを示している。

また回答された不登校の関連要因は小中学校とは

異なっており、特別支援学校独自の支援方策が必要

となることが示唆された。 

3 つ目のテーマであるダウン症の人の青年期急

激退行は最近取り上げられる機会は少ないものの、

ダウン症の人の 10％近くにみられる可能性がある

（菅野・池田, 1998）にもかかわらず、対応方法は

周知されていないように思われ、気づかれずに十分

な支援が受けられていないことが多いのではない

かと推察される。筆者の経験（園山, 2000, 2004）

でも、自閉症を伴う知的障害の人に見られる行動障

害とは対応方法が大きく異なっていた。そのため、

特に特別支援学校（知的障害）の教員には対応方法

の基礎的知識が必要であると考えられる。 

 

Ⅲ．特別支援学校教諭免許状コアカリキュラムにお

ける情緒障害の取扱いとパブリックコメント 

 2022年 7月 27日付で公表された「特別支援学

校教諭免許状コアカリキュラム」５）には、「情緒障
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害」の用語は記載されていない。また上記Ⅲで取り

上げた「不登校」「場面緘黙」「行動障害」の用語も

記載されていない。すなわち、現行の「特別支援学

校教諭免許状コアカリキュラム」では「情緒障害」

に関連する事項はなく、コアカリキュラムに含むべ

き内容と考えられていない。 

 確定版の前に公表された案について2022年6月

2 日から 7 月 1 日までパブリックコメントが実施

され、計77件の意見が寄せられた。それらの意見

を集約して文部科学省の考え方を付した「特別支援

学校教諭免許状コアカリキュラム案に関するパブ

リックコメント（結果概要）」６）が公表されている。

その内容を確認すると、情緒障害に関連する意見は

8～9頁に記載された【第3欄 その他障害】７）に関

する 2 件であった。集約された意見とそれに対す

る文部科学省の考え方として記載されていること

を以下に抜粋し、文部科学省の考え方についての筆

者の意見を述べる（コメント丸番号及び  は筆者

による）。 

 コメント①：平成15年3月「今後の特別支援教

育の在り方について（最終報告）」において、「これ

までの特殊教育の対象の障害だけでなく、その対象

でなかったLD、ADHD、高機能自閉症も含めて障

害のある児童生徒に対してその一人一人の教育的

ニーズを把握し」とあり、今回のコアカリキュラム

案の「発達障害」では、「学習障害、注意欠陥多動

性障害、自閉症」に限定されている。このままでは

大学教育で「情緒障害」「言語障害」を学ぶことな

く支援の場に立つことになるため、「情緒障害（場

面緘黙など）」「言語障害（講音障害・吃音など）」

について、明記することが必要である。 

 コメント①に対する文部科学省の考え方：今回の

「特別支援学校教諭免許状コアカリキュラム（案）」

では、発達障害の主なものとされている「学習障害」、

「注意欠陥多動性障害」、「自閉症」の3つを列挙し

作成しました。なお、大学が教職課程の認定を受け

る際の教職課程認定基準においては、第 3 欄の科

目の開設において、従来どおり情緒障害及び言語障

害について扱うこととしています。また、本コアカ

リキュラムでも、2 ページに記載しているように、

教職課程で修得すべき資質能力については、学校を

巡る状況の変化やそれに伴う制度改正によって、今

後も変化しうるものであることから、今後も必要に

応じて改定を行っていくものと考えております。御

意見については、今後の施策の推進に当たり、参考

とさせていただきます。 

コメント①に対する文部科学省の考え方につい

ての筆者の意見：「教職課程認定申請の手引き（令

和 6 年開設用）」８）の「各科目の名称例について」

（22頁）に、第 3欄の科目名称として「情緒障害

者の心理・生理・病理」「情緒障害者教育論」「情緒

障害者教育総論」が例示されている。一方で、「Q & 

A」43（30頁）には「教育職員免許法施行規則第7

条第 1項表第 3欄の単位は、同項表備考第 5号に

基づき、5領域のうち、免許状に定められることと

なる教育領域以外と複数の種類の障害を併せ有す

る者に関する教育並びにその他障害により教育上

特別の支援を必要とする者（発達障害者を含む。）

に対する教育に関する事項について単位を修得す

ることが必要となっている（全ての事項に関して

「心理、生理及び病理に関する科目」と「教育課程

及び指導法に関する科目」の内容を取得することが

必要である。）。免許状に定める特別支援教育領域に

よって、第 3 欄の科目として修得すべき内容が異

なるため、各大学においては、教職課程認定を受け

ようとする特別支援教育の領域に応じて、必要な事

項を含めた授業科目を開設すること。授業内容につ

いては、特別支援学校教諭免許状コアカリキュラム

を参照の上、作成すること」と回答されている。す

なわち、コアカリキュラムでは情緒障害が取り上げ

られていないため、それを参照すると情緒障害に関

する科目や内容が履修されないことが懸念される。 

一方で、「発達障害（自閉症、LD、ADHD）」と

「重複障害」が「コア」であり、「言語障害」と「情

緒障害（場面緘黙、不登校等）」が「コアでない」

理由については説明されていない。発達障害や重複
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障害の場合と情緒障害や言語障害の場合とでは指

導法は大きく異なり（例えば, 園山, 2022）、障害特

性に合わない指導法により二次的障害が生じる危

険性があるため、情緒障害に関する学びは特別支援

学校教諭教職課程の「ミニマルエッセンシャル」と

して必要であると考えられる。 

 コメント②：常時監督が必要な程度の重複障害に

関する事項として「強度行動障害」を教員養成課程

で教えておくことが必要である。 

コメント②に対する文部科学省の考え方：今回の

「特別支援学校教諭免許状コアカリキュラム（案）」

については、2ページで記載しているように学生が

共通的に理解すべき基礎的な範囲でミニマムエッ

センシャルとなるように留意して作成しています。

御意見については、今後の施策の推進に当たり、参

考とさせていただきます。 

コメント②に対する文部科学省の考え方につい

ての筆者の意見： 先述のように、厚生労働省の施

策として障害福祉サービス従事者の全てを対象と

して「強度行動障害支援者養成研修」が実施されて

いる。特別支援教育においては「強度行動障害」に

発展しないように予防的視点での対応、並びに行動

障害を示す幼児児童生徒に対する適切な対応が不

可欠である。「強度行動障害」の対応の困難さを考

えると、教員養成段階で「ミニマルエッセンシャル」

として基本的知識の習得が必要と考えられる。 

  

Ⅳ．今後の課題 

 特別支援学校に在籍する幼児児童生徒の障害や

状態像は多様であり、また特別支援学校のセンター

的機能の役割を考えると、特別支援学校教員に求め

られるミニマルエッセンシャルとしての知識や技

術も多様である。教員養成段階でそれらすべてを教

授することは不可能であり、コアでありミニマルエ

ッセンシャルとしての教授内容を明示することは

理解できる。しかし何がコアであり、何がミニマル

エッセンシャルであるかについての考え方や根拠

は示されていない。筆者は特に指導法を中心にミニ

マルエッセンシャルを考えるべきではないかと考

える。その理由は、障害特性に合わない指導法は二

次的障害をもたらす可能性が高くなるからである。

これでは教育の目的と逆のことになってしまう。 

 一方で、情緒障害についていくつかの課題がある。

1 つは情緒障害を専門とする研究者が少ないこと

である。1つの試みとして、researchmapの「研究

者検索」の「研究キーワード」に関連用語を入れて

検索すると次の人数が検出された（検索日：2023年

3月 25日）。「情緒障害」1人、「不登校」100人、

「場面緘黙または選択性緘黙」10 人、「行動障害」

9 人、「青年期急激退行」0 人。一方、「発達障害」

595人、「自閉症」142人であった。これらの結果

は情緒障害全般を教授できる研究者はきわめて少

ないことを示唆している。 

 また教科書が少ないことも危惧される。1つの試

みとして、CiNii Researchを使用して、2010年以

降の「本」を「タイトル」検索すると次のような冊

数が検出された（重複含む。検索日2023年3月25

日）。「情緒障害」20 冊、「不登校」339 冊、「場面

緘黙または選択性緘黙」13冊、「行動障害」33冊、

「青年期急激退行」0冊。一方、「発達障害」1734

冊、「自閉症」586冊であった。これらの結果は「情

緒障害」に関する図書が少ないことを示しているが、

情緒障害がコアカリキュラムに含まれれば、教科書

として使用できる図書は増えることが予想される。 

  

注 

1）「登校拒否（不登校）問題について～児童生徒の

『心の居場所』づくりを目指して～」 

2）「今後の不登校への対応の在り方について」 

https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/128383

9/www.mext.go.jp/b_menu/public/2003/030411

34.htm#01（最終閲覧日：2023年3月20日） 

3）「不登校児童生徒への支援に関する最終報告～

一人一人の多様な課題に対応した切れ目のない

組織的な支援の推進～」 

https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shi
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ngi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/08/01/137

4856_2.pdf（最終閲覧日：2023年3月20日） 

4）「強度行動障害支援者研修資料」（国立障害者リ

ハビリテーションセンター, 発達障害情報・支援

センター） 

http://www.rehab.go.jp/ddis/data/material/stre

ngth_behavior/（最終閲覧日：2023 年 3 月 25

日） 

5）「特別支援学校教諭免許状コアカリキュラム」

（特別支援教育を担う教師の養成の在り方等に

関する検討会議） 

https://www.mext.go.jp/content/20220726-

mxt_tokubetu01-000024192_1.pdf（最終閲覧

日：2023年3月20日） 

6）「特別支援学校教諭免許状コアカリキュラム案

に関するパブリックコメント（結果概要）」 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/ 

PcmFileDownload?seqNo=0000239044（最終

閲覧日：2023年3月25日） 

7）「第3欄」は「免許状に定められることとなる特

別支援教育領域以外の領域に関する科目」であり、

「視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不

自由者及び病弱者に関する教育並びにその他障

害により教育上特別の支援を必要とする者に対

する教育に関する事項のうち、授与を受けようと

する免許状に定められることとなる特別支援教

育領域に関する事項以外の全ての事項を含むも

のとする」とされている（教育職員免許法施行規

則第7条）。コアカリキュラムでは、「発達障害者

に関する教育の領域」（心理、生理及び病理／教

育課程／指導法）及び「重複障害者に関する教育

の領域、」（教育課程）が示されている。 

8）「教職課程認定申請の手引き（令和6年開設用）

＜別冊＞」 

https://www.mext.go.jp/content/20230131-  

mxt_kyoikujinzai02-000003171_1-2.pdf（最終

閲覧日：2023年3月25日） 
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特集論文 

小児科臨床から学校や教員養成への提言 

金原 洋治  かねはら小児科 

要旨：当院の相談外来には、小学校入学時から場面緘黙症状が続いていたにも関わらず、学校では

指摘されずインターネットや書籍で知り受診する小中学生が多い。場面緘黙は、特殊教育の時代か

ら、他にも多くある「情緒障害」の状態や疾患のなかで、通級による指導や情緒障害児学級の対象

と明記されていた。これは、当時の教育関係者が、場面緘黙を情緒障害児教育の重要な対象として

位置付けていたのだと思う。このことと、現在の教員の場面緘黙に対する理解や認識には大きなギ

ャップを感じる。場面緘黙の子どもは、学校生活上の困難を抱えていても教員に自らの困難さを言

葉で訴えることができないので支援が後回しにされやすい。その結果、不安症や不登校などの２次

障害を引き起こしやすくなるため、教員の場面緘黙の研修の充実が肝要である。場面緘黙の研修の

充実は、背景にある不安気質や場面緘黙以外の不安症、不登校の予防や関わり方の学びにつながり、

教員の教育力を豊かにする。 

キーワード：場面緘黙の予後、思春期・青年期の場面緘黙、教員養成への提言

Ⅰ. はじめに 

 場面緘黙の子どもたちは、子どもや周囲の大

人たちから、さまざまな誤解を受けて生活して

いる。「大人しいだけ、ほっておいてもそのう

ちしゃべるようになる。（お母さんの）心配し

過ぎ・過保護。少ししゃべるから緘黙ではな

い。しゃべらないだけで学校では問題ない・困

っていない。首振りや筆談を許していたら甘や

かしになる。特別扱いしてはいけない。自分か

ら友達の輪の中に入るよう努力すべき」など、

その多くは知らないが故の誤解である。場面緘

黙を保育者や教師に知ってもらうことが最も大

切である。 

Ⅱ. 当院受診例の検討 

1. 当院受診例の初診時期と発現時期

当院を受診した場面緘黙 190名の発症時期

は、幼児期が 82.6％、小学生以上が 18.4％で幼

児期が圧倒的に多いが、初診時期は、幼児期が

37.4％、小学生 42.6％、中学生以上が 20％であ

り発症時期と受診時期には大きなギャップがあ

る（金原, 2018）。 

2. 発話の状態の短期的経過

臨床心理士面接後 1年以上経過している症例

のうち、電話や面接で追跡調査できた 90名につ

いて、発話の状態を場面緘黙質問票 SMQ-R（か

んもくネット, 2011）の変化を調査した（金原, 

2018）。平均年齢 8.4歳、フォロアップ期間は 1

〜7 年で 5 年以内が約 95％である。SMQ-Rが

20点以上の概ね治癒 13名（14.4％）、10点以

上の著明改善 22名（24.5％）、5～9点の中等度

改善 23名（25.6％）、1～4点の軽度改善 21名

（23.3%）変化なし 10名（11.1％）だった。

SMQ-Rが 10点以上改善した 35名の内訳は、幼

児期受診例が 21名と多かった。自閉スペクトラ

ム症（ASD）併存例は 34.3％であり、場面緘黙

全症例の ASD併存率 38.2％と同程度だった。

SMQ-Rが変化していなかった 10名は、男児
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80％、小学校以降の初診 90%、ASD併存 70％

だった。不登校(傾向含む）は 40％であり。全症

例の不登校の併存率 7.9％と比べると多かった。 

 緘黙改善に何が影響を与えたかについて保護

者へ面接・電話で調査した。教員の関わりや学

校の配慮など学校側の理解や対応が多く挙げら

れた。通級指導教室の利用、特別支援学級・支

援学校への措置変更、転校、小学校入学、中学

校や高校への進学など教員の配慮や教育環境の

変化が改善をもたらしていた。 

 

Ⅲ．学齢期の場面緘黙の支援 

1. 特別支援教育と発達障害者支援法による支   

 援 

場面緘黙は特別支援教育の対象であり、通級

による指導と自閉症・情緒障害児特別支援学級

の対象でもある。しかし、相談者の問診からの

情報によると、通級による指導や特別支援学級

の対象であることを知らない担任がいるし、利

用できない地域がある。また、場面緘黙は、発

達障害者支援法においてその他の発達障害に規

定されているが、このことを知らない教員も少

なくない。学校で配慮を依頼する場合は、「場

面緘黙は発達障害者支援法の対象であり、合理

的配慮をお願いします。」と記載すると協力が

得られやすい（金原・高木, 2018）。 

2. 場面緘黙の背景にある不安や不安症に視点

を置いた対応 

場面緘黙の児には、行動抑制的気質や脳の扁桃

体の過敏性を有するものが多い。慣れない場・人・

状況に不安を強く感じ、防衛的に反応して場面緘

黙が成立する。また、場面緘黙には不安症（障害）

が多く併存している。50 名の場面緘黙の全例に、

回避性障害もしくは社会恐怖が見られ、分離不安

障害、過剰不安障害、単一恐怖の併存を認めると

いう報告（Dummit, Klein, Tancer, Sshe, Martin, 

& Fairbanks, 1997）や、不安障害の併存は 74.1%

（社会恐怖、分離不安、単一恐怖、全般性不安障

害、強迫性障害）という報告が代表的な報告であ

る（Kristensen, 2000）。外来で出会う場面緘黙

に併存する不安症は社交不安症が多い。社交不安

症は、子どもの場合、強い人見知り、極端な引っ

込み思案、選択性緘黙、登園拒否、不登校などの

形を取ることが多いという報告もあり、社交不安

への早期からの支援が重要である。 

 

Ⅳ．青年期・成人期の場面緘黙 (金原, 2022） 

1. 研究の目的と方法 

場面緘黙の長期予後については、33名（平均 8.5

歳）の13年後（21.6歳）の予後は、著明改善24.2%、

寛解 57.6％、軽度改善 18.2％、悪化・不変 0%で

あるが、恐怖性障害 42.4%、不安障害 41.7%（健

常群は 0％）など、成人後も他の不安障害をもつ

ものが多く決して楽観できない。人との交流の機

会を制限し言語スキルを遅らせ活動を制限する

という報告がある（ Steinhausen, Wachter, 

Laimböck, & Metzke, 2006）が、近年、我が国の

長期予後の報告は見当たらない。場面緘黙の支援

に役立てるために、当院に受診する青年期・成人

期の場面緘黙の現状を調査した。調査の方法は

2020年 6月 1日から 2021年 5月 31日の 1年間

の受診例のうち、場面緘黙の診断名があった 165

名中 18歳以上の 23名について、カルテと電話イ

ンタビューで調査を行った。全例、研究の目的を

説明し、保護者の同意を得た。 

2.結果 

23 名の内訳を表 1 に示す。調査時の平均年齢

は21歳で、18歳〜24歳が20名と多くを占めた。

初診年齢は平均 12.6 歳で 10 歳以上が 19 名と多

く、前述した 190例の幼児期の受診時期と大きな

差があった。不安症を除く併存症は、ASD16名、

知的障害 9名であり、初診が遅く、ASD併存が多

く、知的障害が多かった。最終学歴は、中卒 3名、

特別支援学校 8名、専修高校 2名、全日制高校 4

名、専門学校 1名、短大 2名大学 4名であり、在

学中が 4名だった。就労の状況は、常勤 5名、福

祉的就労が 7名だったが無職で障害者支援施設に

も通っていない者が７名(30.4％）いた。障害者手

帳所持者は 19名で精神障害者保健福祉手帳 13名、
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療育手帳 7名、両方所持が 1名だった。障害者年

金受給者は 9 名（20 歳以上が 13 名）であった。 

無職 7名のうち 5名が男性で初診年齢 10歳以

上が 6名であり、男性に多く初診が遅い例が多

かった。全例 ASDが併存しており不登校の既往

があった。SMQ-R20点以下が多いが、SMQ-

R35点で場面緘黙の症状はほぼ治癒している者

が 2例いた。ひきこもり状態でほとんど外出し

ない例が 3名、買い物や趣味のイベントには参

加していた者が 4名いた（表 2）。 

3. 考察と結論 

無職例の多くは、社交不安をきたすような傷

つき体験により進学や就職はもちろん福祉施設

への参加が困難になっている状態と考えられ

た。早期からの積極的な治療的介入と傷つき体

験の予防、および青年期・成人期の医療・保

健・福祉分野の支援が大切である。 

 

。

 

 

 

Ⅴ. 小児科臨床から学校や教員養成への提言 

場面緘黙の子どもは自らの困難さを教員に言

葉で訴えることができないので、教員の学びを

深める必要がある。教員の場面緘黙の研修は、

背景にある自閉症などの発達の問題、不安気質

や併存頻度が高い不安症や不登校の予防などの

関わり方の学びにつながり、教員の教育力を豊

かにする。 
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緒障害に関して特別支援教育の制度と教員養

成課程はどうあるべきか―」に基づき執筆され

たものである。 
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特集論文 

シンポジウム 9.18に参加して（指定討論） 

久田 信行 群馬医療福祉大学 

要旨：特別支援学級や通級による指導の主要な対象である情緒障害や言語障害が、2022年に発表され

た文部科学省の特別支援学校教諭免許状コアカリキュラムでは抜け落ちている。その問題点を巡って、

シンポジウムでは種々論議された。ここでは、コアカリキュラムが今後の教員養成に与える影響、コ

アカリキュラムで重視されている「特性」の問題点、対象選択の問題、それらに増して問題である指

導法の欠落など、コアカリキュラムの問題点について述べた。 

キーワード：情緒障害、場面緘黙、コアカリキュラム、指導法 

Ⅰ. はじめに 

今回のシンポジウムは、文部科学省が最近定め

た、特別支援学校教諭免許状教員養成課程のコア

カリキュラムに場面緘黙だけでなく、情緒障害も

スポイルされたことを巡る論議であった。吃音な

ど言語障害も除外されており、両者を併せた論議

になっていた。 

様々な意見や質問が出て、活発に議論された

が、コアカリキュラムから言語障害や情緒障害が

スポイルされることを支持する参加者は誰もいな

かった。 

シンポジウムでは指定討論者として、途中でも

議論に参加したが、最後にそれらのメインの議論

ではあまり語られなかった側面について主にコメ

ントさせていただいた。本稿では、それらの発言

をもとに、言葉や説明の足りなかったところを補

って述べたい。 

Ⅱ. 普通の授業がベース 

担任の先生が場面緘黙のお子さんを、普通の授

業の中で、主に行動面のアプローチから顕著に改

善して行った例がある。年間指導計画を立てて、

通常学級でその子の場所を確保し、その子の能力

が発揮できる方法を上手に指導されていたのであ

る。基本は、普通の教育の場がベースとして大事

なのである。そこに必要なら専門家のサポートが

あるという体制が基本だと思われる。 

Ⅲ. 場面緘黙はレアケースか 

 今回のコアカリキュラムに、障害者の権利条約

に書かれているからであろうが、盲聾（もうろ

う）のことが書かれている。筆者も少しだけ付き

合ったことがあり、その教育の研究や指導法の開

発は重要だと認識している。しかし、盲聾はとて

もレアなので、コアカリキュラムで学生が全員学

ばなければならないとは思わない。その盲聾の子

については、ナショナルセンターの国立特別支援

教育総合研究所で研究と支援の役割を保持して、

必要な先生がアクセスできる体制があれば良い。

研究所に問い合わせて、研修を受けたり、サポー

トを受けたりできる体制があれば良いのであっ

て、学生が全員学ばなければならないコアではな

いと考える。 

Ⅳ. 特性は症状か 

コアカリキュラムを読むと、「特性」という言葉

がたくさん出てくる。現在、専門じゃないとでき

ないという迷信があるのではないだろうか。特に

発達障害の分野で、特性に応じた専門的アプロー

チでなければならないという迷信があるように思
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われる。しかし、実際の指導内容のほとんどの部

分が健常児と共通である。特別な指導というより

も、普通の内容を丁寧に教えていることが多い。

盲の子どもに点字を教えることは特性に応じた指

導と言えるが、発達障害、例えばADHDの子ど

もの衝動性という特性に応じた特別な指導とは何

であろうか。 

 

Ⅴ. 特性に応じた指導？ 

 盲の子は視覚障害のため墨文字を読めないの

で、視覚を用いない点字という文字を指導する。

晴眼者に点字を教えることは可能だが、そのこと

がその子の発達に資すると一般化することはでき

ない。この場合は特性に応じた指導と言える。

ADHDの衝動性はADHDだけにある性質ではな

い。程度問題で健常児にもあり、他の障害児でも

問題になる症状の一つである。 

また、「衝動性をコントロールする治療方法や教

育方法は？」という問いにすぐ答えられるだろう

か？ (筆者はふたつ答えられるが。) 本当にそれ

ができる専門家がいるのだろうか？ 症状を「特

性」と言い換えているだけではないだろうか。特

性 (症状）があるから専門的指導が必要と書かれ

ているが、前述のように、筆者にはほとんど健常

児と共通の教育内容を丁寧に行っているように見

える。特性に応じた指導という幻想をいだいて、

専門的指導が必要だから通常学級では指導できな

いという発想に短絡しているのではないだろう

か？ 

 発達障害児と今日呼ばれている子どもの多く

は、これまで通常学級に普通にいた子どもたちで

ある。発達障害というレッテルを貼って、通常の

クラスから追い出している現状はインクルージョ

ンの逆である。自閉症の世界的な専門家は口をそ

ろえて、「自閉症は薬では治らない。治せるのは教

育だ」と言っている。良い状況の学校で過ごせる

ことが大事である。「専門、専門と言わない」とい

うか、専門的指導と聞いたら、その中身を吟味す

る必要があると考える。 

 

Ⅵ. コアカリキュラムには指導法が全く無い 

 もう一つコアカリキュラムに大きな問題があ

る。それは指導法について全く触れられていない

ことである。指導計画を立てることについてはた

くさん書いてあるにもかかわらず、行動分析など

アメリカでは法律に書いてあるのに、日本のコア

カリキュラムには指導法が一言も書かれていな

い。大問題である。どうしたら良いか先生方は分

かっていないので困っているはずであり、少なく

とも指導方法の基礎的な事項は教員養成で教えな

ければならないことに決まっているのに、コアカ

リキュラムに全く書かれていないのである。 

 

Ⅶ. おわりに 

 今回のコアカリキュラムは、上述のような基礎

的なことについて充分な議論もなく、拙速に決ま

ったと筆者は捉えている。場面緘黙や吃音も含め

て、言語やコミュニケーションの問題は、単に表

現の問題ではない。思考のときに言語で考えるの

で、言語がどのような機能を果たすのか、言語障

害にからめて言語学などを教員養成課程で学ぶこ

とは、人間理解にとってとても大切である。ま

た、感情や情緒を学ぶことや、人間関係を学ぶこ

とは、人間として基礎的部分である。喜怒哀楽、

それから悩み、それらをどう考え、どう対処して

いくかを学ぶことは、教師全てが知っておかなけ

ればならない人間理解の要諦である。このような

部分を抜かして、なにがコアカリキュラムだ、と

悪口になるが、そう考える次第である。 

 

資料・付記 

・「特別支援学校教諭免許状コアカリキュラム 」

（令和4年7月27日 特別支援教育を担う教師

の養成の在り方等に関する検討会議決定） 

・教職課程認定基準（教員養成部会決定）の改正

において、”「第3欄の免許状に定められることと

なる特別支援教育領域以外の領域に関する科目に

ついて」の「その他障害により教育上特別の支援

を必要 とする者（発達障害者を含む。）に対する

教育に関する事項」には、言語障害、自閉症、情

緒障害、学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害

（ADHD）に関する内容を含むものとする。”と

書かれており、言語障害、情緒障害をカリキュラ

ム上、きちんと位置付けることになっている。私

見では、この点の周知が、教科書編著者や出版社

に向けて必要である。 
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〔編集委員会付記〕本論文は編集委員会の依頼によ

り、日本特殊教育学会第60回大会自主企画シンポ

ジウム「わが国における場面緘黙研究の現在と今後

の報告を考えるⅧ―場面緘黙・情緒障害に関して特

別支援教育の制度と教員養成課程はどうあるべき

か―」に基づき執筆されたものである。 
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